
1.教育長報告

2.議案

番号 案件名 課名

10
令和6年度直方市教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行
の状況についての点検及び評価報告書について

教育総務課

11
直方市学校適応指導教室設置要綱等の一部を改正する要綱につい
て

学校教育課

12 直方市教育委員会事務局処務規則の一部を改正する規則について 学校教育課

3.協議事項

番号 案件名 課名

－ － －

4.報告事項

番号 案件名 課名

1 直方市学校規模適正化基本計画検討委員会について 教育総務課

2
令和7年度直方市保育所等給食支援費補助金交付要綱の制定につ
いて

こども育成課

5.その他 ・9月行事について(学校教育課 当日配布)

・グローバル人材育成進捗報告（学校教育課）

・直方市中学校部活動地域展開等検討委員会について

・会議録署名委員の指名について

8月定例教育委員会　付議案件表



令和7年7月9日～令和7年8月4日

7月 9 水

10 木

11 金
ＮＨＫのど自慢優勝者 市長表敬訪問同席（直方市役所）
福岡県高校生平和大使(直方高生)市長表敬訪問同席（直方市役所）

12 土

13 日

14 月 市町村教育委員会教育長会議(オンライン)

15 火
定例教育長会(オンライン)
小倉地区附属学校地域連絡協議会（福岡教育大学附属小倉小学校）

16 水 教育施策の点検・評価にかかる大学教授との意見交換会（直方市役所）

17 木 寄贈式（ふるさと応援大使ＫＥＮさんの初書籍）（直方市立図書館）

18 金
筑豊高校ビジネス部 全国高等学校ワープロ競技大会出場報告　市長表敬訪問同席（直方市役
所）

19 土

20 日

21 月

22 火

23 水 西南女学院大学実習生事前訪問・挨拶（直方市役所）

24 木

25 金 市Ｐ連研修会（エクセレントガーデン ）

26 土

27 日

28 月

29 火

30 水

31 木 直方市私立幼稚園協会「教師研修会」（中央公民館）

8月 1 金 直方市人権教育実践交流会（中央公民館）

2 土

3 日 海外派遣壮行会（歳時館）

4 月 直鞍地区人権教育夏季講座（中央公民館）

5 火 定例教育委員会（直方市役所）

教育委員会行事報告



令和7年8月6日～令和7年9月9日

8月 6 水

7 木
福岡県市町村教育委員会連絡協議会第1回役員会（ユメニティのおがた）
福岡県市町村教育委員会教育長研修会1日目（ユメニティのおがた）

8 金 福岡県市町村教育委員会教育長研修会2日目（石炭記念館、汽車倶楽部）

9 土

10 日

11 月

12 火

13 水

14 木

15 金

16 土

17 日

18 月

19 火

20 水

21 木 九州地区市町村教育委員会研修大会（大村市）

22 金

23 土

24 日

25 月

26 火 研究所2年次研究員研究発表会（直方市役所）

27 水

28 木 ICTを活用したこれからの授業研修会（会場校未定）

29 金 市管理職研修会（直方市役所）
市議会9月
定例会告示

30 土

31 日

9月 1 月 定例校長会（直方市役所）

2 火

教育委員会行事予定



 

 

 

 

議案第 10 号 

 

 

 

 

令和６年度直方市教育委員会の権限に属する事務の管理及び 

執行の状況についての点検及び評価報告書について 

 

 

 

令和６年度直方市教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況

についての点検及び評価報告書について、別紙のとおり提案する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            令和７年８月５日 

          直方市教育委員会 

教育長 山本 栄司 

 

 

 

提案理由 

 直方市教育委員会事務委任規則第２条第２１号の規定により提案する 

ものである。 



 

 
 

令和 6 年度 
 
 

直方市教育委員会の権限に属する事務 
の管理及び執行の状況についての点検 
及び評価報告書 
 
 
 
 
 
 
 
 

直方市教育委員会 
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教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価の概要 
 
1 目的 
効果的な教育行政を推進するとともに、市民への説明責任を果たし、市民に

信頼される教育を行うことを目的として､「地方教育行政の組織及び運営に関

する法律」により、教育委員会は、その権限に属する事務の管理及び執行の状

況について点検及び評価を行い、その結果を議会に報告し、公表することが義

務付けられている。 
また、点検及び評価を行う際には、教育に関し学識経験を有する者の知見の

活用を図るものとされている。 
 
 
2 点検・評価の対象及び方法 
 直方市教育施策要綱に掲げる主な施策の目標達成に向けた取り組み状況と課 
題、成果の点検や今後の方向性を示したうえで、達成評価を行う。 
 達成評価は   目標を完全に達成できた            A 
         目標達成に向けて順調に推移している  

または、概ね目標を達成できた         B 
         目標達成には取組の強化が必要         C 
         目標を大きく下回り、抜本的な見直しが必要   D 
の 4 段階で評価する。 

 学識経験者が、施策評価や施策の改善点について、意見を述べる。 
 
 
3 点検・評価結果の公表等 

① 点検、評価の結果についての報告書を議会へ提出 
② ホームページ上で公表する。 

 
 
参考 地方教育行政の組織及び運営に関する法律 

 
(教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等) 
第 26 条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第一項の規定により教育

長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務(同条第四項の規定により事務局

職員等に委任された事務を含む。)を含む。）の管理及び執行の状況について点検及び

評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公

表しなければならない。  
2 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有

する者の知見の活用を図るものとする。 
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直方市教育委員会の活動状況 
 

1．教育長及び教育委員の状況 
   
区  分 氏  名 現在の任期 期  数 

教育長 山本 栄司 R6.12.13～R9.12.12 3期 

委  員 
教育長職務代理者 篠田 尊徳 R6.12.15～R10.12.14 2期 

委  員 中野 昭子 R4.12.16～R8.12.15 2期 

委  員 阿部 英子 R3.12.16～R7.12.15 2期 

委  員 内藤 誠治 R5.12.15～R9.12.14 2期 

 
 

2．教育委員会の開催状況 
 
月 日 議案等 内 容 

4月9日 
定例会 

議案 
議案第1号 直方市保育の必要性の認定基準及び保育所利用に関する事務取扱要綱 

の一部を改正する告示について 

報告事項 

直方第一中学校 第 3 学年生徒の保健体育科「武道」について 
令和 6 年度直方市立小中学校管理職等人事について 
直方市学校規模適正化基本指針検討委員会について 
直方市保育体制強化事業補助金交付要綱の一部を改正する告示について 
健康診断等における児童生徒の着衣について 

5月14日 
定例会 

議案 議案第2号 直方市教育委員会事務局処務規則の一部を改正する規則について 
協議事項 学校規模適正化「基本指針(案)」について 

報告事項 
直方市給食副食費無償化補助事業実施要綱について 
直方市多子世帯給食費補助事業実施要綱の一部を改正する告示について 
直方市幼稚園給食費補助事業実施要綱の一部を改正する告示について 

6月11日 
定例会 

議案 

議案第3号 6月補正予算について 
議案第4号 直方市教育委員会規則に規定する申請書等の押印の特例に関する規則 

を廃止する規則について 
議案第5号 直方市教育委員会告示に規定する申請書等の押印の特例に関する要綱 

を廃止する告示について 

協議事項 
令和5年度直方市教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況についての

点検及び評価報告書について 
直方市学校規模適正化基本指針（案）について 

報告事項 

直方市保育環境改善対策事業(新型コロナウイルス感染症対策支援)補助金交付要綱

を廃止する告示について 
保育士及び幼稚園教諭に対する処遇改善事業実施要綱を廃止する告示について 
令和2年度直方市子育て世帯への臨時特別給付金支給事業実施要綱を廃止する告示

について 
令和3年度直方市子育て世帯への臨時特別給付金支給事業(支援給付金)実施要綱を廃

止する告示について 
令和3年度直方市子育て世帯等臨時特別支援事業(子育て世帯への臨時特別給付(給付
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金))支給事務実施要綱について 
直方市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正す

る条例について 
直方市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例施行規則の一部

を改正する規則について 
直方市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例

について 
直方市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関する条例の一

部を改正する条例について 
直方市附属機関設置条例の一部を改正する条例について 
令和6年度直方市教育委員会学校訪問実施要項について 

7月9日 
定例会 

議案 
議案第6号 直方市教育委員会規則に規定する直方歳時館作品展示規則の一部を改

正する規則について 
協議事項 直方市学校規模適正化基本指針（案）について 
報告事項 令和6年6月定例議会一般質問について 

8月6日 
定例会 

議案 

議案第7号 令和5年度直方市教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況 
についての点検及び評価報告書について 

議案第8号 直方市社会教育委員の委嘱について 
議案第9号 直方市学校規模適正化基本指針について 
議案第10号 令和7年度中学校教科用図書の採択について 

報告事項 直方市保育士奨学金返済支援事業補助金交付要綱の一部を改正する告示について 

9月10日 
定例会 

議案 
議案第11号 9月補正予算について 
議案第12号 令和5年度歳出決算（教育委員会所管分）について 

報告事項 
直方市小学校就学前子どものための教育・保育の実施に関する条例施行規則の一部

を改正する規則 
直方市学校給食費の管理に関する条例施行規則の一部改正について（施行規則第3条
第2項様式変更） 

10月8日 
定例会 

議案 
議案第13号 直方市小学校就学前子どものための教育・保育の実施に関する条例施 

行規則の一部を改正する規則 
議案第14号 公民館運営審議会委員の委嘱について 

報告事項 
直方市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例施行規則の一部

を改正する規則について 
直方市放課後児童健全育成事業業務委託プロポーザル評価委員会要綱について 
直方市学校給食費の管理に関する条例施行規則の一部改正について（施行規則第3条
第2項様式変更） 

11月12日 
定例会 

議案 

議案第 15 号 直方市図書館協議会委員の委嘱について 
議案第 16 号 直方市学校規模適正化基本計画検討委員会規則の制定について 
議案第 17 号 直方市学校規模適正化基本計画検討委員会への諮問について 
議案第 18号 直方市教育委員会教育施設等防火管理規程の一部を改正する教育委員 

会庁達について 

報告事項 
令和6年度直方市保育所等給食支援費補助金交付要綱について 
直方市認可外保育施設利用者支援事業補助金交付要綱について 
直方市地域子育て支援センター運営業務委託プロポーザル評価委員会要綱について 
直方市男女共同参画センター条例及び同条例施行規則の廃止について 

12月17日 
定例会 

議案 
議案第19号 直方市保育の必要性の認定基準及び保育所利用に関する事務取扱要綱 
の一部を改正する告示について 
議案第20号 直方市指定有形文化財への指定及び指定に関する諮問について 
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議案第21号 直方市学校規模適正化基本計画検討委員会の委員の任命について 

報告事項 

令和 6 年度 12 月定例市議会一般質問について 
直方市児童手当支払規則の一部を改正する規則について 
第 3 期子ども・子育て支援事業計画（案）のパブリックコメントについて 
直方市放課後児童健全育成事業(学童)業務委託事業者について 

1月14日 
定例会 

議案 なし 
協議事項 卒業式の告辞（案）について 

報告事項 
直方市給食副食費無償化補助事業実施要綱の一部を改正する告示 
学校施設への太陽光発電設備設置について 
直方市地域子育て支援センターの委託事業者の決定について 

2月12日 
定例会 

議案 議案第 22 号 直方市指定有形文化財の指定について 

報告事項 
直方市就学前教育・保育施設整備補助金交付要綱の一部を改正する告示について 
直方市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例

について 
直方市附属機関設置条例の一部を改正する条例について 

3月18日 
定例会 

議案 

議案第 23 号 令和 7 年度直方市教育施策要綱について 
議案第 24 号 直方市教育委員会事務局処務規則の一部を改正する規則について 
議案第 25 号 直方市児童生徒就学援助規則の一部を改正する規則について 
議案第 26 号 直方市文化財専門委員の委嘱について 

報告事項 
直方市認可外保育施設利用者支援事業補助金交付要綱の一部を改正する告示 
旧筑豊高校跡地の所管変更について 

 
 

3．学校訪問の状況 
 

月  日 学校名 

7 月 2 日 直方東小学校 

7 月 3 日 直方西小学校 

7 月 5 日 上頓野小学校 

10 月 4 日 直方第一中学校 

11 月 6 日 直方第三中学校 
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主要施策 1 

1 主要施策名 確かな学力の育成(学力の向上) 

2 担当課 学校教育課、文化・スポーツ推進課 

3 取組・事業の

目標 

①基礎的・基本的な学習内容を確実に身に付け、思考力・判断力・表現力を持つ子ども

を育成するための授業改善を推進する。 

②基礎的・基本的な学習内容を確実に身に付けるための取り組みを推進する。 

③グローバル化に対応した英語でのコミュニケーション能力を育成するため、英語教育

に対応した指導体制の整備、発表や体験の場を設定する。 

④ＩＣＴ機器を活用した学習・指導方法の改善を図る。 

4 取組・事業の

内容 

①授業改善 

○「のおがた授業モデル」を活用した取組の充実 

○「直方市ふくおか学力アップ推進事業」の充実 

○習熟度別少人数指導や補充学習の充実 

 

②基礎学力の定着、補充学習等の推進 

○徹底反復学習の取組の充実 

(小学校において徹底反復学習を推進し学習の土台である集中力を高める) 

○学習支援員の配置による補充学習の充実、図書館教育(読書活動)の推進 

学習ボランティア、放課後学習、図書館支援員の活用 

 

③グローバル化に対応した教育の推進 

○外国語指導助手(ＡＬＴ)の配置と活用促進 

○「小学生英語ひろば」の実施 

○「直方市英語発表会」の実施 

○中学校全学年での英検 IBAの実施 

○小学校 6年生でのオンライン英会話の実施 

 ○直方市中学生海外派遣の実施 

 

④ＩＣＴ機器を活用した学習・指導方法の改善 

○タブレット、電子黒板等ＩＣＴ機器の効果的な活用 

○教科指導における、デジタル教科書等アプリケーションの活用の促進 

○学習支援ソフト(ロイロノート、ｅライブラリー等)の活用の推進 

○プログラミング教育の推進 

○ＩＣＴ支援員の活用 
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指 標 指 標 の 概 要 
現状値 

（R6.4.1） 

実績値 

（R7.3.31） 

目標値 

（R6.4.1） 
達成評価 

①授業改善 直方市標準学力調査（小学校）

国語・算数で全国平均値の

95％ 

 

直方版授業チェックリストの

13 項目すべての評価値(児童

生徒・教師)が 4段階評価の 3

を上回る 

※ 調査対象 

小学校 5,6年生 

中学校 全学年 

      全担任 

国語１学年 

算数 3学年 

 

 

小 3.17 

中 3.34 

小)担任 2.8 

中)担任 2.8 

国語 0学年 

算数 4学年 

 

 

小 3.19 

中 3.36 

小)担任 2.93 

中)担任 2.86 

 

国・算 

全学年 

 

 

小  3.3 

中 3.5 

小)担任 3.0 

中)担任 3.0 

Ｂ 

②基礎学力の

定着、補充学

習等の推進 

全国学力学習状況調査(小中

学校) すべての教科で全国平

均値の 95％ 

小)国語 97％ 

算数 99％ 

中)国語 95％ 

数学 94％ 

小)国語 100％ 

 算数 96％ 

中)国語 94％ 

 数学 89％ 

 

小)国語 95％ 

算数 95％ 

中)国語 99％ 

数学 97％ 

Ｂ 

③グローバル

化に対応し

た教育の推

進 

英検 IBAの結果(中学校) 

3年生 英検 3級 5割以上 

英検 3級 

36％ 

 

英検 3級 

28％ 

 

英検 3級

40％ 

 
Ｃ 

④ＩＣＴ機器

を活用した

学習・指導方

法の改善 

プロジェクトチームによる

ICT 機器を活用した「これか

らの授業」に関する授業公開

もしくは研修 

ICT 機器、学習支援ソフトの

活用 

・電子黒板の活用 

・タブレットの活用 

・学習支援ツール(アプリ)の

活用 

 

年 2回 

 

 

 

 

 

常時/時々活用の割合が 50% 

常時活用の割合 80％ 

常時活用の割合 80％ 

 

年 4回 

 

 

 

 

 

常時/時々活用の割合が 60% 

常時活用の割合 80％ 

常時活用の割合 80％ 

 

年 2回 

 

 

 

 

 

常時/時々活用の割合が 60% 

常時活用の割合 100％ 

常時活用の割合 100％ 

 

Ｂ 
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主要施策 2 

1 主要施策名 豊かな心の育成 

2 担当課 学校教育課、文化・スポーツ推進課 

3 取組・事業の

目標 

①子どもたちが自ら考え、議論する道徳科授業への改善・充実を図る。 

②自然体験活動、地域の歴史や文化に学ぶ活動などを通して心の教育の充実を図る。 

③人権尊重の精神の育成及び学力と進路の保障を目指して、学校教育全体を通して人権

教育を推進する。 

④いじめ、不登校の未然防止・早期発見・早期対応のための体制整備と一人一人に応じ

たきめ細かな指導や相談等が実施できるよう環境整備に努める。 

⑤子どもの発達段階に応じた勤労観、職業観を育み、自立した生き方を考え、進路実現

のためのキャリア教育を推進する。 

4 取組・事業の

内容 

①道徳科の授業改善・充実 

○道徳教育推進教員の養成と道徳教育の充実 

○道徳科学習指導の充実 

 

②直方の歴史や文化を体感する体験活動等の推進 

○直方の自然や職業、文化、芸術等に関わる体験活動の推進 

  （自然教室、石炭記念館・汽車クラブ見学、髙取焼体験学習等） 

 

③人権教育の推進 

○直方市中学校ブロック人権教育推進事業の推進 

○人権教育学習教材集「あおぞら」「あおぞら２」、同和教育副読本「かがやき」の効

果的な活用推進 

○児童生徒の発達段階に応じた平和に関する学習の推進 

 

④いじめや不登校への対応 

○「直方市いじめ防止基本方針」及び「学校いじめ防止基本方針」に基づく指導及び

対応の徹底(SNS等によるいじめも含め、早期発見、早期対応の徹底) 

○不登校兆候等、配慮を要する児童生徒の情報収集及び連絡調整、指導・助言 

○行政機関や教育機関との連携 

○直方市学校適応指導教室（フレンズ）の運営 

○スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカーの活用促進 

 

⑤キャリア教育の推進 

○小中学校における職業学習（夢授業等）実施のため、地域、企業、関係機関、団体

の関係者等との連携強化 

○キャリアパスポートの活用の支援 

〇小中学校におけるアントレプレナーシップ教育の推進 
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指 標 指 標 の 概 要 
現状値 

（R6.4.1） 

実績値 

（R7.3.31） 

目標値 

（R6.4.1） 
達成評価 

①道徳科の授

業改善の推

進 

小中合同による授業研修会を実

施 

各中学校区

で実施 

各中学校区

で実施 

 

各中学校区

で実施 Ａ 

②体験活動等

の推進 

各学年の実態に応じた体験活動 

高取焼体験、自然教室、石炭記念

館・汽車倶楽部見学、子ども音楽

祭、英語発表会、職場体験 

すべて実施 すべて実施 

 

すべて実施 

Ａ 

③人権教育の

推進 

各学校人権教育研修会の実施 

 

実施率 100％ 

 

実施率 100％ 

 

実施率 100％ 

 
Ａ 

④いじめや不

登校への対

応 

不登校児童生徒の割合 

 

小学校 3.2％ 

中学校 9.9％ 

小学校 3.2％ 

中学校 9.9％ 

 

小学校 1.5％ 

中学校 7.5％ Ｂ 

⑤キャリア教

育の推進 

職場体験の実施 

アントレプレナーシップ教育の

実施 

中止 

1校実施 

2校実施 

1校実施 

3日間実施 

15校実施 Ｂ 
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主要施策 3 

1 主要施策名 健やかな体の育成 

2 担当課 学校教育課、教育総務課 

3 取組・事業の

目標 

①運動に慣れ親しみ、習慣化させることで体力や運動能力を向上させる教育活動を推進

する。 

②生涯を通じて健康で安全な生活を送ることができるように健康教育や安全教育を推進

する。 

③学校給食を充実させることにより食に関心を持ってもらい、望ましい食習慣と食に関

する実践力を身に着ける。 

4 取組・事業の

内容 

①体力や運動能力を向上させる取組 

○新体力テストの実施 

(小・中学校、高等学校連携授業による取組の充実) 

○スポコン広場等の積極的活用 

 

②健康教育・安全教育の推進 

○「早寝・早起き・朝ごはん運動」等の生活習慣の確立に向けた取組の充実（小中学

校） 

○規範意識育成のための指導の充実（薬物乱用防止、ネットモラル育成等） 

○安全教育・防災教育の実施（交通安全(自転車、歩行、交通ルール等)、救急救命、

火災対応地震対応、事故対応等） 

 

③学校給食の充実による食育の推進 

○栄養教諭・学校栄養職員、養護教諭等と連携して行う食育の推進 

○農業振興課と連携した地元農産物活用の推進 

○献立内容の放送の充実 

○献立委員会によるメニュー改善 
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指 標 指 標 の 概 要 
現状値 

（R6.4.1） 

実績値 

（R7.3.31） 

目標値 

（R6.4.1） 
達成評価 

①運動やスポ

ーツをする

習慣を定着

させる取組 

新体力テスト（小 5、中 2） 

各種目全国平均値以上 

 

 

 

 

 

スポコン広場チャレンジランキ

ングゾーンへの登録 

 

部活動外部指導者数 

11小学校 

4中学校 

小男 3/8 

小女 1/8 

中男 6/8 

中女 2/8 

 

11校 

 

 

11名 

 

11小学校、 

4中学校 

小男 2/8 

小女 1/8 

中男 6/8 

中女 3/8 

 

11校 

 

 

12名 

 

全種目で全

国平均値以

上 

(全 8種目) 

 

 

 

11校 

 

 

12名 

 

Ｂ 

②健康教育・

安全教育の

推進 

 

毎日朝ごはんを食べる割合 

・小学校 

・中学校 

 

火災・地震・不審者・水害等の避

難訓練の実施 

 

 

交通安全教室の実施 

 

情報モラル教育の実施 

 

87.9％ 

87.6％ 

 

全小中学校

2 回以上実

施 

 

11小学校 

  

15校実施 

 

86.1％ 

83.1％ 

 

全小中学校 

2 回以上実

施 

 

11小学校 

 

15校実施 

 

90.0％ 

90.0％ 

 

全小中学校

2 回以上実

施 

 

11小学校 

 

15校実施 

Ｂ 

③学校給食の

充実による

食育の推進 

 

「食に関する指導」を位置付け 

 

直方産野菜の活用 

 ・小学校 

 ・中学校 

 

小学校給食残食率 

（栄養士在籍 4 小学校平均） 

中学校給食残食率 

（4中学校平均） 

15校実施 

 

 

2品目 

8品目 

 

3.17％ 

 

11.72％ 

 

15校実施 

 

 

5品目 

8品目 

 

5.08％ 

 

12.23％ 

 

15校実施 

 

 

10品目 

10品目 

 

3.0％ 

 

10.0％ 

 

Ｂ 
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主要施策 4 

1 主要施策名 特別支援教育の充実 

2 担当課 学校教育課 

3 取組・事業の

目標 

①特別な支援を必要とする児童生徒の自立と社会参加を目指し、一貫した継続性のある

指導支援の充実を図る。 

②幼児の実態と教育的ニーズに対して、適切な学習環境を提供するための支援を充実さ

せる。 

③特別な支援を必要とする児童生徒が、安全・安心かつ効果的に学べる教育環境の整備

を推進する。 

④特別な支援を必要とする児童生徒の教育的ニーズに応じた指導・支援を行うため、教

職員の専門性向上と支援体制の整備を図る。 

4 取組・事業の

内容 

①継続性のある指導支援の充実 

○発達障がい児等教育支援事業の実施 

  （市配置臨床心理士による巡回教育相談、理解・啓発を図るパンフレット等の配布） 

○家庭及び福祉機関との連携の強化 

 

②就学前における支援の充実 

○就学に向けた相談活動・支援の充実 

○保育園・幼稚園・児童発達支援センター等への訪問実施 

 

③安全・安心かつ効果的に学べる環境整備 

○特別な支援を要する児童生徒の実態に対応した合理的配慮の提供 

○特別支援教育支援員の配置 

○通級指導教室の充実 

 

④専門性の向上と支援体制の整備 

○特別支援教育研修会（対象：担任、コーディネーター、特別支援教育支援員）の実

施 

○特別支援教育担当者研修会の開催 

○特別支援学校との連携 

○スクールカウンセラーの活用 
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指 標 指 標 の 概 要 
現状値 

（R6.4.1） 

実績値 

（R7.3.31） 

目標値 

（R6.4.1） 
達成評価 

①継続性のあ

る指導支援

の充実 

臨床心理士による発達相談の実施 

 

330件 

 

430件 

 

300件 

 Ａ 

②就学前にお

ける支援の

充実 

臨床心理士による就学相談の実施 

 

111件 

 

118件 

 

100件 

 Ａ 

③安全・安心

かつ効果的

に学べる環

境整備 

児童生徒の実態に応じた支援員の

配置 

 

34名の配置 

 

39名の配置 

 

37名の配置 

 
Ａ 

④専門性の向

上と支援体

制の整備 

就学事務担当者 1 回、特別支援学

級担当者 1 回、特別支援教育支援

員研修会 1 回、特別支援コーディ

ネーター研修会 3回の実施 

6回 6回 6回 

Ａ 
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主要施策 5 

1 主要施策名 信頼される学校づくりの推進 

2 担当課 学校教育課 

3 取組・事業の

目標 

①学校の教育力を高めるために、教職員の資質や指導力を高める研修や支援体制の充実

に努める。 

②学校運営の評価をもとに教育活動の充実を図る。 

③コミュニティ・スクール等を活用し、地域住民等と連携した教育活動の推進を図る。 

④児童生徒の安全教育の充実を図るとともに、地域や関係機関・団体との連携を密にし

た安全対策を推進する。 

⑤デジタル技術を活用することにより学校事務の効率化を図るとともに、出欠連絡等の

保護者の負担軽減を図る。 

4 取組・事業の

内容 

①教職員研修の充実  

○小中一貫教育推進のための研修会の充実 

○教育委員会指定研究委嘱校への指導・支援 

○管理職研修会、若年教職員研修会等の充実 

○「直方市小中学校教科等研究会」及び「自主的研修」の支援 

○教育論文・実践記録の応募奨励と継続的な指導・支援 

 

②学校運営・評価システムの充実 

○学校評議員制度の充実及び学校の「自己評価」「関係者評価」の公表・報告の推進 

○学校評価を活用した保護者や地域の信頼に応える学校づくりの推進 

 

③地域住民等と連携した教育活動の推進  

○コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）の推進 

○「ふれあい交流事業」や地域住民等を活用した学習指導の支援 

○地域人材や学生を活用した教育活動や補充学習の拡充 

○開かれた学校づくりを目指す「特色ある教育活動」の推進 

 

④安全対策の推進 

○関係機関（警察、消防署、市関係部署）や地域団体等との連携強化 

○「学校危機管理マニュアル」の具体化と職員への浸透・徹底 

○通学路の安全点検及び整備促進 

○感染症対策の浸透・徹底 

 

⑤学校事務の効率化とＤＸの推進 

 学校と家庭のＤＸの推進 

○出欠等のやり取り、学級通信等のメール配信 

○学力や健康診断等のデータの管理における統合システムの導入 
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指 標 指 標 の 概 要 
現状値 

（R6.4.1） 

実績値 

（R7.3.31） 

目標値 

（R6.4.1） 
達成評価 

①教職員研修

の改善・充実 

教育論文の応募数 20点以上 

（各学校 1点以上） 

17点 

 

19点 

 

20点 

 
Ｂ 

②学校運営・評

価システム

の充実 

自己評価・関係者評価の実施と

公表 

自己評価 

関係者評価 

実施 100% 

公表 100% 

自己評価 

関係者評価 

実施 100% 

公表 100% 

自己評価 

関係者評価 

実施 100% 

公表 100% 

Ａ 

③地域住民等

と連携した

教育活動の

推進 

研究指定校での学校運営協議会

の開催 

年 4回 

 

年 3回 

 

年 3回 

 
Ａ 

④安全対策の

推進 

地域・保護者と連携した通学路

安全点検の実施 

実施率 100% 

 

実施率 100% 

 

実施率 100% 

 
Ａ 

⑤ＤＸの推進

と学校事務

の効率化 

欠席連絡、学校通信等メール配

信活用率 

70% 

 

80% 

 

80% 

Ａ 
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主要施策 6 

1 主要施策名 教育環境の整備・充実 

2 担当課 教育総務課、学校教育課 

3 取組・事業の

目標 

①学校規模適正化方針の検討と整合を図りながら、老朽化した学校施設の改善整備を行

う。 

②ＩＣＴ環境の整備を推進する。 

③諮問委員会を設置し、学校規模適正化の検討を行う。 

4 取組・事業の

内容 

①学校施設の整備・充実 

 ○トイレ快適化事業 

【洋式化工事】 

 ○感田小学校、上頓野小学校、下境小学校、直方東小学校 

【実施設計】 

 ○福地小学校、中泉小学校、直方第二中学校、植木中学校 

 

②ＩＣＴ環境の整備推進 

 ○統合型校務支援システム活用の推進 

 ○電子黒板活用の推進 

 

③学校規模適正化の推進 

 ○直方市における学校適正規模の検討 

  ○学校規模適正化基本指針の決定 

 ○附属機関の設置、諮問 

 

指 標 指 標 の 概 要 
現状値 

（R6.4.1） 

実績値 

（R7.3.31） 

目標値 

（R6.4.1） 
達成評価 

①学校施設の

整備充実 

小中学校のトイレの洋式化率 

 

53.9% 

 

61.4% 

 

60.4% 

 
Ａ 

②ICT環境の整

備推進 

教育データ基盤構築実現協議会

等の開催 

2回 

 

2回 

 

2回 

 
Ａ 

③学校規模適

正化の検討 

学校規模適正化基本指針の決定 

学校規模適正化の諮問会議の実

施 

諮問会議Ⅰ 

を 4回 

 

基本指針決定

諮問会議Ⅱを 2

回実施 

基本指針決定 

諮問会議Ⅱを実

施 

Ａ 
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主要施策 7 

1 主要施策名 幼児教育の充実 

2 担当課 こども育成課 

3 取組・事業の

目標 

①幼児教育・保育の内容を充実するため園との連携を強化し、幼児教育・保育の質の向

上のための取り組みを推進する。 

②子どもの豊かな感性を育み、様々な意欲につなげるための体験事業を通し、幼児教育

の充実を図る。 

4 取組・事業の

内容 

①幼児教育・保育の質の向上 

〇巡回相談の実施 

保育アドバイザー及び保育士が直接保育現場を訪問。保育環境の調整や子どものか

かわりの工夫など、対応策の指導を実施。 

 

〇研修会の実施 

保育士等を対象とした研修会の実施 

 

②体験事業の実施 

年長児童を対象とした体験事業（コンサート、観劇等） 

 

 

指 標 指 標 の 概 要 
現状値 

（R6.4.1） 

実績値 

（R7.3.31） 

目標値 

（R6.4.1） 
達成評価 

①巡回相談事

業・訪問 

 

研修会 

巡回相談件数 

訪問実施園及び訪問回数 

 

研修会の実施回数 

39件 

16園 32回 

 

2回 

12件 

4園 12回 

※ 

2回 

30件 

22園 22回 

 

3回 

Ｂ 

②体験事業 体験事業の実施回数 1回 1回 1回 
Ａ 

                       ※園単位での巡回相談（個人単位での巡回相談から変更） 
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主要施策 8 

1 主要施策名 保育環境の整備 

2 担当課 こども育成課 

3 取組・事業の

目標 

①保育士の職場環境の改善や安心・安全な保育を提供するための保育施設の整備を行う。 

②保育士の業務負担を軽減し、保育士の離職防止を図る。 

③保育所・認定こども園（保育）への入所手続きの際の園や保護者の負担軽減を図る。 

④安定した保育の実施や保育士の職場環境の改善を図る。 

⑤学童クラブの待機児童の解消を図る。 

4 取組・事業の

内容 

①保育関連施設の整備 

 

②保育支援者の配置及び見守り等やスポット支援員の配置 

 

③保育所・認定こども園（保育）への入所手続きの電子申請の実施 

 

④保育士確保事業 

○合同就職説明会の実施 

○奨学金返済支援制度の充実 

 

⑤学童クラブ施設の整備 

 

指 標 指 標 の 概 要 
現状値 

（R6.4.1） 

実績値 

（R7.3.31） 

目標値 

（R6.4.1） 
達成評価 

①保育関連施

設の整備 

R6整備事業の着工 － 

 

1園 

 

1園 

 
Ａ 

②保育支援者

の配置及び

見守り等や

スポット支

援員の配置 

保育支援者等を配置した園の数 10園 

 

8園 

 

12園 

 

Ｂ 

③保育所・認定

こども園（保

育）への入所

手続きの電

子申請の実

施 

電子申請の導入及び運用 － 

 

実施 

（ほぼ活用さ

れていない） 

実施 

 

Ⅽ 

Ａ 

④保育士確保

事業 

合同就職説明会の実施回数 

奨学金返済支援補助金の利用者

数 

1回 

9人 

 

1回 

10人 

 

2回 

10人 

 

Ｂ 

⑤学童クラブ

施設の整備 

待機児童受け入れ施設の整備数 1校 1校 1校 Ｂ 

Ａ 
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主要施策 9 

1 主要施策名 家庭教育・家庭支援の充実 

2 担当課 こども育成課 

3 取組・事業の

目標 

①未就園児及びその家庭を把握することにより未就園児に就園を促すほか、就学にかか

わる相談体制をつくる。 

②子育て支援センターでの事業拡充を図る。 

③出産を控えた妊婦や就園前の子育て世代へ向けて、市内の保育施設の紹介や子育てイ

ベントなどの情報を発信する。 

④多世代交流として、地域の高校生と子育て世代の交流を図る。 

4 取組・事業の

内容 

①3歳児を対象とした絵本配布事業 

○未就園児及びその家庭の把握、就園への促し 

 

②子育て支援センターの事業拡充 

○センターでの多世代交流の促進 

○幼少期における社会性発達基盤のための親を対象とした研修の実施 

○地域子育て支援センターを利用する保護者からの個別相談に対応 

○家庭の支援体制充実(要保護児童対策地域協議会との連携強化) 

○幼稚園・保育所等の情報提供 

○希望する園からの広報活動の受け入れ 

 

③子育て情報の発信 

○出産や子育て、奨学金制度、就労支援等多岐にわたる情報を発信 

 

④多世代交流の実施 

〇筑豊高校との共同事業で高校生と子育て世代の交流会(子育てサロン)を開催する。

毎年 5月から翌 1月までで 7回行う。 

 

指 標 指 標 の 概 要 
現状値 

（R6.4.1） 

実績値 

（R7.3.31） 

目標値 

（R6.4.1） 
達成評価 

①絵本配布事業 

 

絵本の配布部数 

 

全ての 

3歳児 

（443部） 

全ての 

3歳児 

（406部） 

420部 

全ての 

3歳児 

Ａ 

②子育て支援セ

ンター事業 

センターの利用者数 

延べ相談件数 

4,000人 

250件 

4,035人 

192件 

5,000人 

240件 
Ｂ 

③子育て情報の

発信 

「子育てガイド」発行部数 1,000部 

 

1,000部 

 

1,000部 

 
Ａ 

④多世代交流の

実施 

子育てサロンの参加人数 182人 129人 200人 
Ｂ 
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主要施策 10 

1 主要施策名 社会教育活動の促進 

2 担当課 文化・スポーツ推進課 

3 取組・事業の

目標 

①心の豊かさや生きがいづくりのため、中央公民館主催講座をライフスタイルや価値観

の多様化に対応した内容に充実させ、生涯学習を支援するとともに、学びを通した仲

間づくり・世代間交流の促進を図る。 

②地域の高齢者による学習支援ボランティアが、自分の経験や知識、特技を披露する場

として、子どもたちとの交流の場を設けることにより、高齢者の生きがいづくりや学

習意欲を喚起するとともに子どもたちの体験学習を支援する。 

③市民文化祭の活性化を図り、市民の文化活動の充実を目指す。 

④社会教育団体の自発的学習活動の活性化や継続に向けた活動支援を図るとともに、団

体等との連携に努める。 

4 取組・事業の

内容 

①中央公民館主催講座の充実 

市内居住者および通勤者を対象とした、初心者向けの「趣味の講座」、おおむね 60

歳以上を対象とした「はつらつ塾」を通年の主催講座として開講する。また、新たな

市民ニーズの掘り起こしのため、短期講座を開講し、次年度以降の通年講座の拡充を

図る。 

②地域の高齢者による学習支援 

地域の学習支援ボランティアが学校を訪問し、講座で学んだ内容及び今までの経験

や知識、特技を活かし、子どもたちの総合学習等の場で教える「ふれあい交流事業」

を実施する。 

③市民文化祭の活性化等、市民の文化活動の充実 

R6年度も開催方法を工夫しながら、市民文化活動を発表できる場を設け、市民の文

化活動の支援を行う。 

④社会教育団体の活動支援 

芸術、歴史、芸能及び文化、スポーツ振興、青少年育成に関する団体や連合体が行う

事業に対して支援を行う「社会教育活動費補助金」の制度を活用し、社会教育団体の

活動の一部を補助する形で自発的学習活動の活性化に取り組む。 
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指 標 指 標 の 概 要 
現状値 

（R6.4.1） 

実績値 

（R7.3.31） 

目標値 

（R6.4.1） 
達成評価 

①中央公民館主

催事業の充実 

主催講座数 

短期講座数 

16講座 

0講座 

14講座 

4講座 

16講座 

10講座 
Ｂ 

②地域の高齢者

による学習支

援 

ふれあい交流実施回数 111回 

 

121回 100回 

 Ａ 

③市民文化祭の

活性化 

市民文化祭の参加人数 1,284人 

 

1284人 1,500人 

 Ｂ 

④社会教育団体

の活動支援 

支援実施団体数 13団体 5団体 5団体 
Ａ 

※④の現状値については、令和 5 年度における東蓮寺藩誕生 400 年記念事業での補助金及びアンビシャス

活動助成金の交付団体を含んでいるが、いずれの事業も令和 6年度は実施予定がないため、目標値は大幅に

減少となっている。 
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主要施策 11 

1 主要施策名 青少年の健全育成と交流体験活動事業の充実 

2 担当課 文化・スポーツ推進課 

3 取組・事業の

目標 

①自然とのふれあい体験や様々な生活体験活動を通して、健やかで、豊かな人間性を育

み、広い視野や志を持ち、たくましく生き抜く力を備えた青少年の育成を図る。また、

地域の歴史や伝統文化に触れる活動を通して、郷土への誇りや愛着を持つ機会の充実

を図る。 

②音楽の専門家等が指導することにより、子どもたちが普段の授業等では得られない

様々な体験や創作活動を通して、子どもの才能の芽を育む。 

4 取組・事業の

内容 

①青少年の体験活動・世代間交流事業の実施 

○アート系親子教室 

○子ども向け料理教室 

○カヌー川下り 

○職場体験（消防署） 

○紙ヒコーキ大会 

○サイエンスショー 

○科学体験講座（4回程度） 

○モルック体験会 

○親子陶芸教室 

○子ども将棋体験会 

 

②子どもの才能の芽を育む事業の実施 

○音楽や演劇、カメラやイラスト等、第一線で活躍するプロたちから、子どもたちが

直接学ぶことができる機会を創出し、多種多様な子どもの才能の芽を育む。 

○直方市出身のプロの声楽家である野上結美氏を各小中学校へ派遣して、合唱指導を

行うことで、声を出し歌うことの楽しさを伝える。 

○幼稚園音楽アウトリーチ事業では、市内の幼稚園でコンサートを行い、幼児に生演

奏を披露し、優れた音楽を直に体験してもらう事業を行う。 

 

指 標 指 標 の 概 要 
現状値 

（R6.4.1） 

実績値 

（R7.3.31） 

目標値 

（R6.4.1） 
達成評価 

①体験活動・交

流事業 

青少年育成市民会議事業の参加

人数 

199人 

 

310人  250人 

 
Ａ 

②子どもの才能

の芽を育む事

業 

参加人数 866人 1,078人  1,000人 

Ａ 
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主要施策 12 

1 主要施策名 文化施設の振興 

2 担当課 文化・スポーツ推進課 

3 取組・事業の

目標 

①文化施設の運営を行っている指定管理者と連携し、各施設の特色を活かした管理運営

を行う。 

②各文化施設間の連携を強化し魅力的な運営を行う。 

4 取組・事業の

内容 

①指定管理者と連携した特色を活かした文化施設の活用と運営 

直方谷尾美術館と連携し、直方の未来を担う子どもたちに芸術に触れる機会を創出

し、個性を伸ばし想像力を育むために「第 4 回のおがた子どもアート大賞展」の開催

に向けての取り組みを継続して行う。また、関係課や学校などと連携し、各施設の特

色を活かした事業を実施する。 

○季節の生け花・食事の提供(直方歳時館) 

○三太郎 cafe(直方歳時館) 

○社会科見学(直方市石炭記念館) 

○子育て広場(直方市立図書館) 

 

②文化施設間の連携強化 

R6年には、直方歳時館が開館 25周年、R7年にはユメニティのおがたが開館 25周年を

迎える。それらのアニヴァーサリー事業に向けて、それぞれの施設の企画展に関連し

た事業やイベントを行うなど施設間の連携強化を行う。 

 

指 標 指 標 の 概 要 
現状値 

（R6.4.1） 

実績値 

（R7.3.31） 

目標値 

（R6.4.1） 
達成評価 

①文化施設の活

用 

文化施設の年間利用者数 171,911人 167,776人 180,000人 

 Ｂ 

②文化施設間の

連携強化 

文化施設間連携イベントの回数 5回 2回 5回 

Ｃ 
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主要施策 13 

1 主要施策名 スポーツの振興 

2 担当課 文化・スポーツ推進課 

3 取組・事業の

目標 

①スポーツ関係団体等と連携して、市民がスポーツに親しめる機会を創出する。 

②市民の誰もがスポーツに参加できる環境をつくるため、学校や地域と連携を図った事

業を行う。 

4 取組・事業の

内容 

①各団体及び庁内関係課と連携したスポーツ活動の促進 

スポーツ推進委員や地域総合型スポーツクラブ、庁内関係課と連携し、市民がスポ

ーツに親しめる事業を実施する。 

○主催事業等 

・ピラティス教室 全 10回 

・こども相撲教室 全 3回 

・親子着衣水泳教室 

・こども陸上教室 全 7回 

・体力テスト会 

・弓道教室 全 8回 

・スポーツ推進団体関連事業 

・トップアスリート事業（日本生命協定事業） 

・SOMPOボールゲームフェスタ（トップリーグ機構協定事業） 

・トップアスリート事業野球教室 

・おとなテニス教室 全７回 

 

○その他事業等 

・直鞍一周駅伝競走大会（体育協会等連携事業） 

・わくわくのおがたスポーツクラブとの共催事業 

 

②学校や地域と連携を図った事業の実施 

直方市スポーツ推進委員協議会と学校や地域が連携し、カヌー教室やニュースポー 

ツ体験などの事業を行う。 

 

指 標 指 標 の 概 要 
現状値 

（R6.4.1） 

実績値 

（R7.3.31） 

目標値 

（R6.4.1） 
達成評価 

①スポーツに親

しむ機会の創

出 

スポーツ教室等種目数 

スポーツ教室参加者数 

15種目 

417人 

 

13種目  

512人  

16種目 

500人 

 

Ｂ 

②学校や地域と

連携を図った

事業の実施 

連携事業の回数 6回 6回   6回 

Ａ 
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主要施策 14 

1 主要施策名 文化財の保護と学習機会の充実 

2 担当課 文化・スポーツ推進課 

3 取組・事業の

目標 

①歴史的価値の高い施設・資料の保存のため、必要に応じた修復を行った上で、国指定

史跡筑豊炭田遺跡群を構成する模擬坑道や石炭記念館本館をより魅力ある施設として

整備する。 

②郷土の歴史に直接触れる機会を提供し、誇りや愛着を持つ機運を醸成する。 

③故郷の歴史、文化財に誰もが接することができる機会を提供する。 

4 取組・事業の

内容 

①国指定史跡筑豊炭田遺跡群の保存整備に向けた取り組みの推進 

石炭記念館本館及び模擬坑道の展示に関する基本設計を作成する。 

 

②郷土資料室の充実 

郷土の歴史に興味を持ち、来館者に満足してもらえるよう、魅力的な企画展を開催

する。 

 

③故郷の歴史と文化財に関する学習機会の充実 

○遠賀川流域の古墳同時公開 

○文化財関係出前講座等 

○青少年事業での文化財関係イベントの実施 

 

指 標 指 標 の 概 要 
現状値 

（R6.4.1） 

実績値 

（R7.3.31） 

目標値 

（R6.4.1） 
達成評価 

①筑豊炭田遺跡

群の整備保存 

基本設計の作成 ― 

 

作成 作成 

 
Ａ 

②郷土資料室の

充実 

企画展の実施 2回 

 

0回 2回 

 
Ｃ 

③故郷の歴史

と文化財に関

する学習機会

の充実 

古墳同時公開・出前講座等実施回

数 

古墳同時公開・出前講座等来場者

数 

9回 

 

2,220人 

4回 

 

140人 

6回 

 

400人 
Ｃ 

※③の現状値については、令和 5 年度における東蓮寺藩誕生 400 年記念事業でのイベント等を含んでおり、

例年より大幅に増加している。これは 5年度のみの事業であるため、6年度の目標値には 5年度の現状値を

反映しない。 
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令和 6年度 直方市教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の 

状況についての点検及び評価報告書に対する学識経験者からの意見 

 

福岡教育大学教職大学院 

特任教授 木下 伸生  

 

I. 全体 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 26条に基づき、直方市教育委員会の権限に

関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価報告書に対し、学識経験者として、施策評

価や改善点について意見を述べる。本点検及び評価報告書に記された教育委員会の活動状

況、施策別点検及び評価シートの記載、あわせて、教育委員会事務局との意見交換のヒアリ

ング内容に基づき評価を行った。 

 令和６年度直方市教育施策要綱では、「未来を拓く」をテーマに掲げ、14 の主要施策を実

施してきた。その成果を 48 の項目で点検及び評価している。 

 昨年度と比較して、点検項目が２増えたこと、主要施策の順序を入れ替えていること、項

目の内容を考慮して施策を移動させたことなどは、真摯に施策に取り組む姿勢として、大変

高く評価する。 

 評価の結果は、令和６年度の教育委員会各主要施策について、ほとんどの取組・事業が計

画通りに適切に実施されている。そのうちのいくつかの事業では、大きな成果が得られてい

る。全体として、概ね良好な成果が得られており、教育委員会の各主要施策の評価は妥当で

あると考える。 

 

II. 直方市教育委員会の活動状況 

 令和６年度、教育委員会は毎月の 12 回開催され、全ての議案、協議事項、報告事項が示

され、適切に運営されている。その中でも特に、直方市学校規模適正化については、基本指

針についての協議を３回行い、８月６日の定例会において制定している。このことは、これ

からの少子化を迎える直方市の教育を推進していく上での大きな一歩といえる。また、学校

訪問は７月に小学校３校、10～11 月に中学校２校と、計画的に実施されている。 

 

III. 施策別点検評価 

1. 確かな学力の育成(学力の向上) 

①授業改善に関しては、直方版授業チェックリストの項目が昨年度よりすべての数値

が向上している。このことから、学力向上に向けた取組が真摯に行われていることがう

かがわれる。目標までもう一歩なので、継続した実施をお願いしたい。その成果とし

て、標準学力調査で全国平均値を超えた算数の学年が１増えている。課題は国語科の学

力向上である。調査結果を分析し、どの領域の学力が不足しているのかを明らかにした

上での対応策の実施をお願いしたい。②基礎学力の定着、補充学習等の推進に関して
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は、小学校は国、算ともに達成することができている。このことは、徹底反復学習や補

充学習等の成果であると考える。しかし、中学校はどちらも目標に届かなかった。特に

数学に関しては、全国平均との差から対応が必要である。数学担当の教員に原因を分析

させ、対応策を企画、実施させてはどうであろうか。③グローバル化に対応した教育の

推進は、昨年度を９％下回り達成評価Ｃという結果であった。ＩＢＡの結果を分析し、

課題を明確にした上での対応が望まれる。④に関しては、ＩＣＴの研修会や活用等確実

に実施されている。ＩＣＴはこれからの時代に必要不可欠なものなので、今後とも推進

されることを望む。 

 

2. 豊かな心の育成 

   指標①、②、③はすべて実施され、評価もＡである。道徳教育、体験活動、人権教育

はすべて豊かな心の醸成に不可欠なものである。それらすべてが実施されていることを

高く評価する。④の不登校児童生徒の割合は、全国的に増加傾向にある中で、昨年度と

同等を維持できている。このことは、各学校の努力の結果であると考え、達成評価はＢ

であるが高く評価したい。この項目は、主要施策の①、②や特別活動等での「魅力的な

学校づくり」とも関連している。引き続き取り組んでいかれることを望む。⑤の職場体

験は、コロナ禍も明けたので、さらなる充実をお願いしたい。また、アントレプレナー

シップ教育については、研修会等を開催したり実践事例を紹介したりすることで、実施

校を広げていく必要を感じる。 

 

3. 健やかな体の育成 

①運動やスポーツをする習慣を定着させる取組については、新体力テストの結果は十

分に目標を達成しているとはいえないものの、スポコン広場への参加等の取組は確実に

実施されている。新体力テストは、やり方によって結果が大幅に変わってくる。各学校

で実施前にテストのやり方を指導した上での実施をお願いしたい。②の毎日朝ごはんを

食べる割合に関しては、残念ながら昨年度より数値が下がっている。家庭の協力が不可

欠であるので、各学校のＰＴＡでの活動として協力を促してはどうであろうか。③の直

方産野菜の活用に関しては、納入業者に直方産をお願いする、納入業者の枠を広げる等

の手立てが必要であると感じる。残食率については、中学校の割合が高い。学級活動の

指導も交え、無理なく残食を減らす指導をお願いしたい。 

 

4. 特別支援教育の充実 

全ての指標が目標値を上回っており、達成評価も全てがＡである。よって、取組・事

業の目標は十分に達成されたと考える。特に、安全・安心かつ効果的に学べる環境整備

のための支援員の配置については、昨年度より５名増員している。このことは、児童生

徒一人一人を大切にした教育を推進していこうとする姿勢の表れとして、高く評価す

る。個に応じた支援の必要性は今後ますます高まっていくと思われる。今後とも継続し

た支援ができるよう希望する。 
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5. 信頼される学校づくりの推進 

①以外の達成評価はすべてＡであり、十分に目標は達成できたものと考える。唯一Ｂ

であった教職員の研修も、指標である論文は昨年度より２点上回り目標まであと１点で

あった。複雑多様化する課題に対応していくこれからの教育において、学校、地域、保

護者の３者の連携が不可欠である。また、教職員がゆとりをもって様々な課題に対応し

ていくための学校事務の効率化も十分なされていることを評価したい。今後とも地域、

保護者との連携を深め信頼される学校づくりを推進していただきたい。 

 

6. 教育環境の整備・充実 

全ての達成評価はＡであり、取組・事業の目標は十分に達成されている。①のトイレ

快適化事業は、順調に進んでいる。トイレのことで不登校になる児童生徒もいるので、

今後とも推進していただきたい。また、②ＩＣＴ環境の整備推進については、教職員の

働き方改革にもつながるので、今後とも一層の推進を期待する。③学校規模適正化の推

進は、基本指針が設定されたことを評価する。少子化を念頭に昨年度から計画的に取り

組んでいる努力がうかがえる。校区再編等の問題があるので、決定された方針に基づい

て今後とも計画的に推進していただきたい。 

 

7. 幼児教育の充実 

達成評価がＢとＡであることから、取組・事業の目標は達成できたものと考える。①

については、配慮を要する幼稚園児や保育園児への適切な対応のために、今後とも巡回

相談や訪問を実施していただきたい。実績値は、あくまで園からの依頼であるために回

数での評価は難しい。相談に対する満足度に変更するなど、回数でないものに変更して

はどうであろうか。②体験事業は、園児の情操を養う大切な機会なので、継続した実施

をお願いしたい。 

 

8. 保育環境の整備 

達成評価が、Ａが３つ、Ｂが２つであることから、取組・事業の目標は達成できたも

のと考える。将来の直方市を担う園児のために、保育環境を整備していることを高く評

価する。特に、④保育士確保事業については、待機園児解消に向けての素晴らしい取組

と評価する。今後とも継続を期待する。⑤学童クラブ施設の整備は、学童クラブは小学

校児童が対象となるので、主要施策９にした方がいいのではないか。 

 

9. 家庭教育・家庭支援の充実 

達成評価から、取組・事業の目標はおおむね達成できたと考える。①の絵本の配布

は、就学前の親子の触れ合いを促したり、語彙力や感受性等を高めたりする上で、非常

に価値ある取組と評価する。②の子育て支援センターの利用者や④の子育てサロンへの

参加者を増やすために、さらに広報活動に力を入れて積極的に事業を推進していくこと
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を望む。特に、筑豊高等学校との共同事業である子育てサロンは、高校生、保護者、両

者に価値ある取組なので、今後とも継続・充実をお願いしたい。 

 

10. 社会教育活動の促進 

達成評価から、取組・事業の目標はおおむね達成できたと考える。市民文化祭の内 

容を考慮して、主要施策の文化施設から社会教育活動に移動させたことは、社会教育の

充実を図る担当課の意思の表れとして評価する。②の地域の高齢者による学習支援につ

いては、学力向上の一環として練習学習における○付け等の活用についても検討されて

はどうであろうか。また、空き教室を活用して、高齢者が常時児童生徒と触れ合える環

境づくり等も考えられるので、今後とも様々な事業を推進していただきたい。 

 

11. 青少年の健全育成と交流体験活動事業の充実 

主要施策の順序を昨年の 13 から 11 に変えることで、力点を置いて取組を行ったこと

がうかがえる。その成果として、昨年度の達成評価がＣであった、①体験活動・交流事

業がＡとなっている。指標である青少年育成市民会議事業の参加人数が昨年度より 100

名以上増え、目標値 250 名を大きく上回っていることは、特筆すべき成果であると考え

る。 

 

12. 文化施設の振興 

①については、実績値の 16 万７千人の利用者数でも素晴らしいと思う。さらなる利

用者数の増加のために様々な取組を展開することを期待したい。②の達成評価がＣとな

っている。様々な文化施設の特色を生かしての連携イベントの企画、実施をお願いした

い。 

 

13. スポーツの振興 

達成評価から、取組・事業の目標はおおむね達成できたと考える。①については、取

組・事業の内容に示されている種目数は 13 であるが、ＳＯＮＰＯボールゲームフェス

タのように、１事業に複数の種目が含まれていると思われるものがある。そうなれば、

目標値は達成でき、評価もＡとなるのではないか。市民の健康づくりや生涯スポーツ推

進の観点から、本施策のますますの充実をお願いしたい。 

 

14. 文化財の保護と学習機会の充実 

残念ながら達成評価Ｃが２つある。②については、郷土愛を高める上からも、ぜひ企画

展を実施していただきたい。②、③を学校教育課と連携して（ 学社連携）、参加や活用を

広く小中学校に呼びかけてはどうであろうか。例えば、小学６年生の歴史の学習に出前

講座を実施したり、議会の仕組みや人権、男女平等の授業に出前講座を活用したりして

はどうであろうか。 



 

議案第 11 号 

 

 

 

直方市学校適応指導教室設置要綱等の一部を改正する要綱について 

 

 

 

 直方市学校適応指導教室設置要綱等の一部を改正する要綱について、別

紙のとおり提案する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 7 年 8 月５日 

直方市教育委員会 

教育長 山本 栄司 

 

 

 

 

提案理由 

  直方市教育委員会事務委任規則第２条第１項第２号の規定により提案 

するものである。 



直方市学校適応指導教室設置要綱等の一部を改正する告示 

 

（直方市学校適応指導教室設置要綱の一部改正） 

第1条 直方市学校適応指導教室設置要綱（平成20年直方市教育委員会告示第1号）

の一部を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

直方市教育支援センター設置要綱 

第1条中「に対する学校復帰のための指導・支援等を行うため、通級施設とし

て、直方市学校適応指導教室（以下「適応指導教室」という。）を設置する。」

を「に対し、社会的自立を目指して学校生活に復帰できるよう適切な支援を実

施するため、直方市教育支援センター（以下「支援センター」という。）を設

置する。」に改める。 

第2条中「適応指導教室」を「支援センター」に改める。 

第3条中「適応指導教室」を「支援センター」に改め、同条第1号中「学習指

導」を「学習支援」に改める。 

第4条第1項中「適応指導教室」を「支援センター」に、「室長」を「所長」

に改め、同条第2項中「室長」を「所長」に改め、同条第3項中「室長」を「所

長」に、「あたる」を「当たる」に改める。 

第5条第1項中「適応指導教室」を「支援センター」に、「直方市学校適応指

導教室運営委員会」を「直方市教育支援センター運営委員会」に改め、同条第2

項中「適応指導教室」を「支援センター」に改める。 

（直方市学校適応指導教室運営委員会設置要綱の一部改正） 

第2条 直方市学校適応指導教室運営委員会設置要綱（平成20年直方市教育委員会

告示第2号）の一部を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

直方市教育支援センター運営委員会設置要綱 

第1条中「直方市学校適応指導教室設置要綱（平成20年 月直方市教育委員会

告示第 号）」を「直方市教育支援センター設置要綱（平成20年直方市教育委

員会告示第1号）」に、「直方市学校適応指導教室運営委員会」を「直方市教育

支援センター運営委員会」に改める。 

第2条中「直方市学校適応指導教室」を「直方市教育支援センター」に改める。 

第3条第3号中「指導主事」の次に「、主任指導員」を加える。 



第4条第1項及び第5条の見出し中「委員会」を「運営委員会」に改める。 

（直方市学校適応指導教室運営要綱の一部改正） 

第3条 直方市学校適応指導教室運営要綱（平成20年直方市教育委員会告示第3号）

の一部を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

直方市教育支援センター運営要綱 

第1条中「直方市学校適応指導教室設置要綱（平成20年2月直方市教育委員会

告示第1号）」を「直方市教育支援センター設置要綱（平成20年直方市教育委員

会告示第1号。以下「設置要綱」という。）」に、「直方市学校適応指導教室」

を「直方市教育支援センター」に、「適応指導教室」を「支援センター」に改

める。 

第2条及び第3条中「適応指導教室」を「支援センター」に改める。 

第4条の見出し中「指導」を「支援」に改め、同条本文中「適応指導教室」を

「支援センター」に、「指導」を「支援」に改め、同条ただし書中「適応指導

教室」を「支援センター」に、「指導」を「支援」に改める。 

第5条の見出し中「指導」を「支援」に改め、同条中「適応指導教室」を「支

援センター」に、「通常の指導」を「支援」に改め、同条ただし書中「指導」

を「支援」に改める。 

第6条中「適応指導教室」を「支援センター」に改める。 

第8条の見出し中「指導」を「支援」に改め、同条第1項各号列記以外の部分

中「適応指導教室」を「支援センター」に、「指導」を「支援」に改め、同項

第4号中「指導」を「支援」に改め、同条第2項中「適応指導教室」を「支援セ

ンター」に、「指導」を「支援」に改め、同条第3項中「適応指導教室」を「支

援センター」に、「指導」を「支援」に改める。 

第11条第1項第1号中「入級願及び福岡県教育委員会に提出した「不登校に関

する実態調査書」のうち当該児童生徒に係る写しを添付し」を「入級願の写し

を添え」に改める。 

第13条第2項及び第15条中「適応指導教室」を「支援センター」に改める。 

第16条第1項中「適応指導教室」を「支援センター」に改め、同条第2項中「適

応指導教室」を「支援センター」に、「指導」を「支援」に改める。 

第18条中「取扱」を「取扱い」に、「平成14年法律162号」を「平成14年法律

第162号」に改める。 



様式第1号から様式第4号までを次のように改める。 



【様式ファイルあり】 



【様式ファイルあり】 



【様式ファイルあり】 



【様式ファイルあり】 



（直方市こども発達支援事業実施要綱の一部改正） 

第4条 直方市こども発達支援事業実施要綱（平成31年直方市教育委員会告示第9

号）の一部を次のように改正する。 

第3条の表中「適応指導教室」を「教育支援センター」に改める。 

 

附 則 

この告示は、令和7年9月1日から施行する。 

 



直方市学校適応指導教室設置要綱等の一部を改正する告示 新旧対照表（第1条関係） 

（直方市学校適応指導教室設置要綱（平成20年直方市教育委員会告示第1号）の一部改正） 

新 旧 

直方市教育支援センター設置要綱 直方市学校適応指導教室設置要綱 

(設置) (設置) 

第1条 心理的又は様々な事情により登校できない状態にある児

童生徒に対し、社会的自立を目指して学校生活に復帰できるよ

う適切な支援を実施するため、直方市教育支援センター(以下

「支援センター」という。)を設置する。 

第1条 心理的又は様々な事情により登校できない状態にある児

童生徒に対する学校復帰のための指導・支援等を行うため、通

級施設として、直方市学校適応指導教室(以下「適応指導教

室」という。)を設置する。               

(設置場所) (設置場所) 

第2条 支援センターの設置場所は、次のとおりとする。 第2条 適応指導教室の設置場所は、次のとおりとする。 

直方市大字植木849番地1 直方市大字植木849番地1 

(業務) (業務) 

第3条 支援センターにおいて、次の業務を行う。 第3条 適応指導教室において、次の業務を行う。 

(1) 学習支援及び体験活動等に関すること。 (1) 学習指導及び体験活動等に関すること。 

(2)～(4) 省略 (2)～(4) 省略 

(職員) (職員) 

第4条 支援センターに所長及び指導員を置き、支援センターに

おける指導について責任を負うものとする。 

第4条 適応指導教室に室長及び指導員を置き、適応指導教室に

おける指導について責任を負うものとする。 

2 所長は、直方市教育委員会(以下「教育委員会」という。)学

校教育課長をもって充てる。 

2 室長は、直方市教育委員会(以下「教育委員会」という。)学

校教育課長をもって充てる。 

3 指導員は、所長の命を受け、入級児童生徒の指導・支援に当

たるものとする。 

3 指導員は、室長の命を受け、入級児童生徒の指導・支援にあ

たるものとする。 

(運営) (運営) 

第5条 支援センターの運営に関して、必要な指導助言を受ける 第5条 適応指導教室の運営に関して、必要な指導助言を受ける



ため、直方市教育支援センター運営委員会を設置する。 ため、直方市学校適応指導教室運営委員会を設置する。 

2 支援センターの運営に関し必要な事項は、教育委員会が別に

定める。 

2 適応指導教室の運営に関し必要な事項は、教育委員会が別に

定める。 

 



直方市学校適応指導教室設置要綱等の一部を改正する告示 新旧対照表（第2条関係） 

（直方市学校適応指導教室運営委員会設置要綱（平成20年直方市教育委員会告示第2号）の一部改正） 

新 旧 

直方市教育支援センター運営委員会設置要綱 直方市学校適応指導教室運営委員会設置要綱 

(趣旨) (趣旨) 

第1条 直方市教育支援センター設置要綱(平成20年直方市教育委

員会告示第1号     )第5条第2項の規定により、直方市教育支

援センター運営委員会(以下「運営委員会」という。)に関する

事項を定めるものとする。 

第1条 直方市学校適応指導教室設置要綱(平成20年 月直方市教

育委員会告示第 号)第5条第2項の規定により、直方市学校適

応指導教室運営委員会(以下「運営委員会」という。)に関する

事項を定めるものとする。 

(業務) (業務) 

第2条 運営委員会は、直方市教育支援センターの運営等につい

て指導・助言を行う。 

第2条 運営委員会は、直方市学校適応指導教室の運営等につい

て指導・助言を行う。 

(構成) (構成) 

第3条 運営委員会は、次の委員をもって構成する。 第3条 運営委員会は、次の委員をもって構成する。 

(1)・(2) 省略 (1)・(2) 省略 

(3) 教育委員会(学校教育課長、管理主事、指導主事、主任指

導員) 

(3) 教育委員会(学校教育課長、管理主事、指導主事        

    ) 

(役員) (役員) 

第4条 運営委員会には、委員長を置く。 第4条 委員会    には、委員長を置く。 

2・3 省略 2・3 省略 

(運営委員会の開催) (委員会    の開催) 

第5条 省略 第5条 省略 

 



直方市学校適応指導教室設置要綱等の一部を改正する告示 新旧対照表（第3条関係） 

（直方市学校適応指導教室運営要綱（平成20年直方市教育委員会告示第3号）の一部改正） 

新 旧 

直方市教育支援センター運営要綱 直方市学校適応指導教室運営要綱 

(趣旨) (趣旨) 

第1条 この要綱は、直方市教育支援センター設置要綱(平成20年

直方市教育委員会告示第1号。以下「設置要綱」という。)第6

条の規定に基づき、直方市教育支援センター(以下「支援セン

ター」という。)の運営に関し必要な事項を定めるものとす

る。 

第1条 この要綱は、直方市学校適応指導教室設置要綱(平成20年

2月直方市教育委員会告示第1号                       )第6

条の規定に基づき、直方市学校適応指導教室(以下「適応指導

教室」という。)の運営に関し必要な事項を定めるものとす

る。 

(開級日) (開級日) 

第2条 支援センターの開級日は、小中学校の全授業日とする。

ただし、長期休業中については、支援センターが指導上必要と

する日とする。 

第2条 適応指導教室の開級日は、小中学校の全授業日とする。

ただし、長期休業中については、適応指導教室が指導上必要と

する日とする。 

(開級時間) (開級時間) 

第3条 支援センターの開級時間は、8時30分から17時までとす

る。ただし、支援センターの特別活動等により変更することが

できる。 

第3条 適応指導教室の開級時間は、8時30分から17時までとす

る。ただし、適応指導教室の特別活動等により変更することが

できる。 

(支援時間) (指導時間) 

第4条 支援センターの支援時間は、開級時間内で、入級児童生

徒の通級距離等の実態を考慮し、支援センターで設定する。た

だし、支援センターが特別活動等を実施する場合は、その支援

に必要な時間とする。 

第4条 適応指導教室の指導時間は、開級時間内で、入級児童生

徒の通級距離等の実態を考慮し、適応指導教室で設定する。た

だし、適応指導教室が特別活動等を実施する場合は、その指導

に必要な時間とする。 

(支援場所) (指導場所) 

第5条 支援センターの支援      場所は、設置要綱で定める場 第5条 適応指導教室の通常の指導場所は、設置要綱で定める場



所とする。ただし、社会見学、野外体験活動等を行う場合は、

直方市教育委員会(以下「教育委員会」という。)の許可を受

け、支援場所を変更することができる。 

所とする。ただし、社会見学、野外体験活動等を行う場合は、

直方市教育委員会(以下「教育委員会」という。)の許可を受

け、指導場所を変更することができる。 

(指導者) (指導者) 

第6条 支援センターにおける指導は、次の指導員が行う。 第6条 適応指導教室における指導は、次の指導員が行う。 

(1)・(2) 省略 (1)・(2) 省略 

2 支援センターは、児童生徒が在籍している学校(以下「在籍

校」という。)の教職員を指導者として要請することができ

る。 

2 適応指導教室は、児童生徒が在籍している学校(以下「在籍

校」という。)の教職員を指導者として要請することができ

る。 

3 支援センターは、次に掲げる者の指導・支援を受けることが

できる。 

3 適応指導教室は、次に掲げる者の指導・支援を受けることが

できる。 

(1)～(3) 省略 (1)～(3) 省略 

(支援内容) (指導内容) 

第8条 支援センターでは、次に掲げる支援を行うものとする。 第8条 適応指導教室では、次に掲げる指導を行うものとする。 

(1)～(3) 省略 (1)～(3) 省略 

(4) その他、学校復帰に関する支援 (4) その他、学校復帰に関する指導 

2 支援センターでは、個々の実態に応じ、在籍校の授業、行事

等への参加について適宜支援を行うものとする。 

2 適応指導教室では、個々の実態に応じ、在籍校の授業、行事

等への参加について適宜指導を行うものとする。 

3 支援センターでは、入級児童生徒の保護者との懇談の場を設

け、学校復帰に向けた支援を行うものとする。ただし、必要に

応じて、在籍校関係者の出席を要請することができるものとす

る。 

3 適応指導教室では、入級児童生徒の保護者との懇談の場を設

け、学校復帰に向けた指導を行うものとする。ただし、必要に

応じて、在籍校関係者の出席を要請することができるものとす

る。 

(入級手続) (入級手続) 

第11条 入級の手続きは次のとおりとする。 第11条 入級の手続きは次のとおりとする。 

(1) 学校長は、保護者から入級願(様式第1号)が提出された場

合、校内審査を行い、効果的と認めた場合は、入級申請書

(1) 学校長は、保護者から入級願(様式第1号)が提出された場

合、校内審査を行い、効果的と認めた場合は、入級申請書



(様式第2号)に保護者が提出した入級願の写しを添え       

                                                      

                     、教育委員会に提出する。 

(様式第2号)に保護者が提出した入級願及び福岡県教育委員

会に提出した「不登校に関する実態調査書」のうち当該児童

生徒に係る写しを添付し、教育委員会に提出する。 

(2)・(3) 省略 (2)・(3) 省略 

2 省略 2 省略 

(退級) (退級) 

第13条 省略 第13条 省略 

2 特別な理由がなく、支援センターへの欠席が継続した場合や

支援センターの運営を妨げるなどがあった場合、教育委員会

は、退級を決定することができるものとする。 

2 特別な理由がなく、適応指導教室への欠席が継続した場合や

適応指導教室の運営を妨げるなどがあった場合、教育委員会

は、退級を決定することができるものとする。 

(出席取扱) (出席取扱) 

第15条 支援センターに通級した日は、在籍校の出席扱いとす

る。ただし、遅刻、早退等により指導時間が十分に取れなかっ

たときは、出席扱いとしない場合がある。 

第15条 適応指導教室に通級した日は、在籍校の出席扱いとす

る。ただし、遅刻、早退等により指導時間が十分に取れなかっ

たときは、出席扱いとしない場合がある。 

(報告) (報告) 

第16条 支援センターは、入級児童生徒の出席状況を在籍校に毎

月報告する。 

第16条 適応指導教室は、入級児童生徒の出席状況を在籍校に毎

月報告する。 

2 支援センターは、支援内容及び入級児童生徒の状況等につい

て、必要に応じて、教育委員会及び在籍校に報告する。 

2 適応指導教室は、指導内容及び入級児童生徒の状況等につい

て、必要に応じて、教育委員会及び在籍校に報告する。 

(保険) (保険) 

第18条 指導時間及び通級途上における、入級児童生徒の傷病に

よる治療費等の取扱いは、独立行政法人日本スポーツ振興セン

ター法(平成14年法律第162号)の定めによる。ただし、災害報

告書は在籍校学校長が作成するものとする。 

第18条 指導時間及び通級途上における、入級児童生徒の傷病に

よる治療費等の取扱  は、独立行政法人日本スポーツ振興セン

ター法(平成14年法律162号  )の定めによる。ただし、災害報

告書は在籍校学校長が作成するものとする。 

様式第1号(第11条関係) 様式第1号(第11条関係) 

省略 省略 



様式第2号(第11条関係) 様式第2号(第11条関係) 

省略 省略 

様式第3号(第11条関係) 様式第3号(第11条関係) 

省略 省略 

様式第4号(第14条関係) 様式第4号(第14条関係) 

省略 省略 

 



直方市学校適応指導教室設置要綱等の一部を改正する告示 新旧対照表（第4条関係） 

（直方市こども発達支援事業実施要綱（平成31年教育委員会告示第9号）の一部改正） 

新 旧 

(事業内容等) (事業内容等) 

第3条 こども発達支援事業の内容及び担当機関は、次の表のと

おりとする。 

第3条 こども発達支援事業の内容及び担当機関は、次の表のと

おりとする。 

こども発達支援事業の内容 担当機関 

児童の発達

障がいの早

期発見及び

発達障がい

児等並びに

その保護者

の支援(保

育) 

母子保健法(昭和40年法律第141号)第12

条及び第13条の規定に基づく乳幼児健康

診査(以下「乳幼児健診」という。)の実

施により発見される支援を要する乳幼児

の把握 

母子保健担

当課 発達

障がい担当

課 療育事

業担当課 

乳幼児健診以外において発見される支援

を要する乳幼児の把握 

支援を要する乳幼児及びその保護者に対

する適切な子育て相談の実施 

支援を要する乳幼児及びその保護者に対

する早期療育の利用に必要な支援の実施 

支援を要する乳幼児及びその保護者に対

する家庭訪問指導の実施 

支援を要する乳幼児及びその保護者に対

する来所相談の実施 

支援を要する乳幼児及びその保護者に対

する必要なサービスの検討及びコーディ

ネートの実施 

個別又は小集団による療育事業の実施 

こども発達支援事業の内容 担当機関 

児童の発達

障がいの早

期発見及び

発達障がい

児等並びに

その保護者

の支援(保

育) 

母子保健法(昭和40年法律第141号)第12

条及び第13条の規定に基づく乳幼児健康

診査(以下「乳幼児健診」という。)の実

施により発見される支援を要する乳幼児

の把握 

母子保健担

当課 発達

障がい担当

課 療育事

業担当課 

乳幼児健診以外において発見される支援

を要する乳幼児の把握 

支援を要する乳幼児及びその保護者に対

する適切な子育て相談の実施 

支援を要する乳幼児及びその保護者に対

する早期療育の利用に必要な支援の実施 

支援を要する乳幼児及びその保護者に対

する家庭訪問指導の実施 

支援を要する乳幼児及びその保護者に対

する来所相談の実施 

支援を要する乳幼児及びその保護者に対

する必要なサービスの検討及びコーディ

ネートの実施 

個別又は小集団による療育事業の実施 



幼稚園、保育所及び認定こども園への巡

回相談の実施 

就学相談への支援及び助言の実施 

直方市教育支援委員会条例(平成元年直

方市条例第11号)に規定する教育支援委

員会への支援及び助言の実施 

他に関係する課(以下「関係課等」とい

う。)が行う発達支援についての必要な

支援及び助言の実施 

児童福祉法(昭和22年法律第164号)第4条

第2項の規定に基づく障害児の保育に係

る必要な福祉施策の検討 

特定教育・

保育施設担

当課 幼稚

園担当課 児童福祉法第4条第2項の規定に基づく障

害児の保育に係る関係機関との連携 

特別な教育的支援を必要とする幼児の就

園及び転入園に係る必要な支援の検討 

特別な教育的支援を必要とする幼児の就

園及び転入園に係る関係機関との連携 

直方市要保護児童対策地域協議会設置要

綱(平成18年直方市告示第132号)第1条の

規定に基づく協議会において認められた

要保護児童等(児童福祉法第6条の3第8項

に規定する「要保護児童」、第5項に規

定する「要支援児童」及び「特定妊婦」

をいう。)並びにその保護者の把握又は

個別ケースについて、必要な支援の検

討、コーディネートの実施及び関係機関

との連携 

児童福祉法

による措置

及び運営の

事務担当課 

幼稚園、保育所及び認定こども園への巡

回相談の実施 

就学相談への支援及び助言の実施 

直方市教育支援委員会条例(平成元年直

方市条例第11号)に規定する教育支援委

員会への支援及び助言の実施 

他に関係する課(以下「関係課等」とい

う。)が行う発達支援についての必要な

支援及び助言の実施 

児童福祉法(昭和22年法律第164号)第4条

第2項の規定に基づく障害児の保育に係

る必要な福祉施策の検討 

特定教育・

保育施設担

当課 幼稚

園担当課 児童福祉法第4条第2項の規定に基づく障

害児の保育に係る関係機関との連携 

特別な教育的支援を必要とする幼児の就

園及び転入園に係る必要な支援の検討 

特別な教育的支援を必要とする幼児の就

園及び転入園に係る関係機関との連携 

直方市要保護児童対策地域協議会設置要

綱(平成18年直方市告示第132号)第1条の

規定に基づく協議会において認められた

要保護児童等(児童福祉法第6条の3第8項

に規定する「要保護児童」、第5項に規

定する「要支援児童」及び「特定妊婦」

をいう。)並びにその保護者の把握又は

個別ケースについて、必要な支援の検

討、コーディネートの実施及び関係機関

との連携 

児童福祉法

による措置

及び運営の

事務担当課 



児童の発達

障がいの早

期発見及び

発達障がい

児等並びに

その保護者

の支援(教

育) 

支援を要する児童及び生徒が、その状態

に応じた適切な教育を受けられるように

するための体制の整備 

児童生徒の

就学及び発

達担当課 

特別支援教

育担当課 

関係機関との連携による特別支援教育の

推進 

教育基本法(平成18年法律第120号)第4条

及び学校教育法(昭和22年法律第26号)第

81条の規定に基づき行う発達障がい児等

への必要な支援に対する指導及び助言の

実施 

特別支援教育の推進について(平成19年4

月1日付19文科初第125号文部科学省初等

中等教育局長通知)に基づく特別支援教

育に関する指導及び助言の実施 

個別指導計画に関する指導及び助言の実

施 

個別教育支援計画に関する指導及び助言

の実施 

特別な教育的支援を必要とする幼児への

教育課程の充実に係る必要な支援の実施 

特別な教育的支援を必要とする幼児への

就学及び転入学に係る必要な支援の実施 

巡回相談(巡回訪問)の実施 

教育相談の実施 

就学相談の実施 

直方市教育支援委員会条例に規定する教

育支援委員会の実施 

児童の発達

障がいの早

期発見及び

発達障がい

児等並びに

その保護者

の支援(教

育) 

支援を要する児童及び生徒が、その状態

に応じた適切な教育を受けられるように

するための体制の整備 

児童生徒の

就学及び発

達担当課 

特別支援教

育担当課 

関係機関との連携による特別支援教育の

推進 

教育基本法(平成18年法律第120号)第4条

及び学校教育法(昭和22年法律第26号)第

81条の規定に基づき行う発達障がい児等

への必要な支援に対する指導及び助言の

実施 

特別支援教育の推進について(平成19年4

月1日付19文科初第125号文部科学省初等

中等教育局長通知)に基づく特別支援教

育に関する指導及び助言の実施 

個別指導計画に関する指導及び助言の実

施 

個別教育支援計画に関する指導及び助言

の実施 

特別な教育的支援を必要とする幼児への

教育課程の充実に係る必要な支援の実施 

特別な教育的支援を必要とする幼児への

就学及び転入学に係る必要な支援の実施 

巡回相談(巡回訪問)の実施 

教育相談の実施 

就学相談の実施 

直方市教育支援委員会条例に規定する教

育支援委員会の実施 



発達相談及び発達検査の実施 

特別支援学級の設置及び運営に関する助

言及び指導の実施 

通級指導教室の設置及び運営に関する助

言及び指導の実施 

教育支援センターに関すること 

特別支援学級の学級担任への助言、指導

及び研修の実施 

特別支援教育支援員の任用に関すること 

特別支援教育支援員への助言、指導及び

研修の実施 

小・中学校における障がい者理解の啓発

に係る研修等の実施 

関係課等が行う発達支援についての必要

な支援及び助言の実施 
 

発達相談及び発達検査の実施 

特別支援学級の設置及び運営に関する助

言及び指導の実施 

通級指導教室の設置及び運営に関する助

言及び指導の実施 

適応指導教室    に関すること 

特別支援学級の学級担任への助言、指導

及び研修の実施 

特別支援教育支援員の任用に関すること 

特別支援教育支援員への助言、指導及び

研修の実施 

小・中学校における障がい者理解の啓発

に係る研修等の実施 

関係課等が行う発達支援についての必要

な支援及び助言の実施 
 

 



 

議案第 12 号 

 

 

 

直方市教育委員会事務局処務規則の一部を改正する規則について 

 

 

 

 直方市教育委員会事務局処務規則の一部を改正する規則について、別紙

のとおり提案する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 7 年 8 月５日 

直方市教育委員会 

教育長 山本 栄司 

 

 

 

 

提案理由 

  直方市教育委員会事務委任規則第２条第１項第２号の規定により提案 

するものである。 



直方市教育委員会事務局処務規則の一部を改正する規則 

 

直方市教育委員会事務局処務規則（昭和44年直方市教育委員会規則第1号）の

一部を次のように改正する。 

別表中「適応指導教室」を「教育支援センター」に改める。 

 

附 則 

この規則は、令和7年9月1日から施行する。 

 



直方市教育委員会事務局処務規則の一部を改正する規則 新旧対照表 

新 旧 

別表(第4条関係) 別表(第4条関係) 

課 係 分掌事務 

教育総務

課 

教育総務

係 

1 教育委員会の会議に関すること。 

2 規則等の公布及び整理に関すること。 

3 教育委員会事務局職員及び教育機関の職員

(県費職員を除く。)の人事に関すること。 

4 公印の整理に関すること。 

5 教育大綱に関すること。 

6 総合教育会議に関すること。 

7 教育委員会事務局及び教育機関の連絡調整

に関すること。 

8 情報公開及び個人情報保護の受付等に関す

ること。 

9 教育委員会の所掌事務に係る教育行政に関

する相談に関すること。 

10 給食備品の調達及び台帳の整備に関する

こと。 

11 児童生徒の保健衛生及び日本スポーツ振

興センターに関すること。(消耗品等除

く。) 

12 就学援助事務に関すること。 

13 小学校給食の運営並びに小学校給食費の

徴収及び食材の調達に関すること。 

14 中学校給食の運営並びに中学校給食費の

徴収及び食材の調達に関すること。 

課 係 分掌事務 

教育総務

課 

教育総務

係 

1 教育委員会の会議に関すること。 

2 規則等の公布及び整理に関すること。 

3 教育委員会事務局職員及び教育機関の職員

(県費職員を除く。)の人事に関すること。 

4 公印の整理に関すること。 

5 教育大綱に関すること。 

6 総合教育会議に関すること。 

7 教育委員会事務局及び教育機関の連絡調整

に関すること。 

8 情報公開及び個人情報保護の受付等に関す

ること。 

9 教育委員会の所掌事務に係る教育行政に関

する相談に関すること。 

10 給食備品の調達及び台帳の整備に関する

こと。 

11 児童生徒の保健衛生及び日本スポーツ振

興センターに関すること。(消耗品等除

く。) 

12 就学援助事務に関すること。 

13 小学校給食の運営並びに小学校給食費の

徴収及び食材の調達に関すること。 

14 中学校給食の運営並びに中学校給食費の

徴収及び食材の調達に関すること。 



15 直方市学校給食会の運営並びに会計及び

予算に関すること。 

学校管理

係 

1 義務教育教材、教具及び備品の調達並びに

台帳の整備に関すること。 

2 理科教育振興国庫補助に関すること。 

3 学校教育財産の取得及び処分に関するこ

と。 

4 学校教育施設の整備及び営繕に関するこ

と。 

5 学校教育施設の目的外使用に関すること。 

6 その他学校教育施設に関すること。 

7 学校給食施設の整備及び営繕に関するこ

と。 

8 学校徴収金に関すること。(共同学校事務

室を含む。) 

9 児童生徒の保健衛生に関すること。(備

品・消耗品の管理) 

10 市立学校の設置及び廃止に関すること。 

11 直方市教育委員会安全衛生委員会に関す

ること。 

12 教育費の統計調査に関すること。 

13 小中学校に係るICT環境に関すること。 

14 小中学校に係るGIGAスクール構想の環境

に関すること。 

規模適正

化推進係 

1 学校規模の適正化に関すること。 

2 学校教育施設の国庫補助事業に関するこ

と。 

学校教育  1 児童生徒の教育及び事業計画に関するこ

15 直方市学校給食会の運営並びに会計及び

予算に関すること。 

学校管理

係 

1 義務教育教材、教具及び備品の調達並びに

台帳の整備に関すること。 

2 理科教育振興国庫補助に関すること。 

3 学校教育財産の取得及び処分に関するこ

と。 

4 学校教育施設の整備及び営繕に関するこ

と。 

5 学校教育施設の目的外使用に関すること。 

6 その他学校教育施設に関すること。 

7 学校給食施設の整備及び営繕に関するこ

と。 

8 学校徴収金に関すること。(共同学校事務

室を含む。) 

9 児童生徒の保健衛生に関すること。(備

品・消耗品の管理) 

10 市立学校の設置及び廃止に関すること。 

11 直方市教育委員会安全衛生委員会に関す

ること。 

12 教育費の統計調査に関すること。 

13 小中学校に係るICT環境に関すること。 

14 小中学校に係るGIGAスクール構想の環境

に関すること。 

規模適正

化推進係 

1 学校規模の適正化に関すること。 

2 学校教育施設の国庫補助事業に関するこ

と。 

学校教育  1 児童生徒の教育及び事業計画に関するこ



課 と。 

2 小中学校の教育課程に関すること。 

3 教職員の学習指導及び進路指導等又はこれ

らの指導助言に関すること。 

4 教職員の研修に関すること。 

5 教職員の人事及び服務に関すること。 

6 教員の免許に関すること。 

7 教職員団体に関すること。 

8 教育研究所に関すること。 

9 教育支援センターに関すること。 

10 児童生徒の就学及び発達に関すること。 

11 特別支援教育に関すること。 

12 コミュニティスクールに関すること。 

13 通学区域審議会に関すること。 

14 小中学校に係るICT活用に関すること。 

15 小中学校に係るGIGAスクール構想の活用

に関すること。 

学校教育

係 

1 学校教育課の経理に関すること。 

2 児童生徒の就学事務に関すること。 

3 学級編制事務に関すること。 

4 教科用図書無償給付に関すること。 

5 小中学校の統計調査に関すること。 

6 教職員の福利厚生に関すること。 

7 教員(県費・市費共)の給与、旅費、共済組

合、退職年金及び公務災害に関すること。 

8 直方市奨学金及び直方市ハートフル奨励金

並びに福岡県地域改善対策高校等奨励金に

関すること。 

課 と。 

2 小中学校の教育課程に関すること。 

3 教職員の学習指導及び進路指導等又はこれ

らの指導助言に関すること。 

4 教職員の研修に関すること。 

5 教職員の人事及び服務に関すること。 

6 教員の免許に関すること。 

7 教職員団体に関すること。 

8 教育研究所に関すること。 

9 適応指導教室    に関すること。 

10 児童生徒の就学及び発達に関すること。 

11 特別支援教育に関すること。 

12 コミュニティスクールに関すること。 

13 通学区域審議会に関すること。 

14 小中学校に係るICT活用に関すること。 

15 小中学校に係るGIGAスクール構想の活用

に関すること。 

学校教育

係 

1 学校教育課の経理に関すること。 

2 児童生徒の就学事務に関すること。 

3 学級編制事務に関すること。 

4 教科用図書無償給付に関すること。 

5 小中学校の統計調査に関すること。 

6 教職員の福利厚生に関すること。 

7 教員(県費・市費共)の給与、旅費、共済組

合、退職年金及び公務災害に関すること。 

8 直方市奨学金及び直方市ハートフル奨励金

並びに福岡県地域改善対策高校等奨励金に

関すること。 



9 グローバル人材育成事業に関すること。 

こども育

成課 

こども育

成係 

1 特定教育・保育施設の施設整備に関するこ

と。 

2 直方市地域子育て支援センターに関するこ

と。 

3 放課後児童健全育成事業に関すること。 

4 学童施設の整備・営繕に関すること。 

5 児童手当に関すること。 

6 病児保育事業に関すること。 

7 子ども・子育て支援事業計画に関するこ

と。 

8 こどもの居場所(こども食堂)に関するこ

と。 

9 子ども・子育て支援交付金の取りまとめに

関すること。 

10 ファミリー・サポート・センター事業に

関すること。 

幼児教育

推進係 

1 特定教育・保育施設及び地域型保育施設に

関すること。 

2 特定教育・保育施設の指導監査に関するこ

と。 

3 特定教育・保育の支給認定に関すること。 

4 特定教育・保育の給付に関すること。 

5 幼稚園に関すること。 

6 幼児教育推進に関すること。 

7 利用者支援事業に関すること。 

8 絵本の配布事業に関すること。 

9 巡回相談事業に関すること。 

9 グローバル人材育成事業に関すること。 

こども育

成課 

こども育

成係 

1 特定教育・保育施設の施設整備に関するこ

と。 

2 直方市地域子育て支援センターに関するこ

と。 

3 放課後児童健全育成事業に関すること。 

4 学童施設の整備・営繕に関すること。 

5 児童手当に関すること。 

6 病児保育事業に関すること。 

7 子ども・子育て支援事業計画に関するこ

と。 

8 こどもの居場所(こども食堂)に関するこ

と。 

9 子ども・子育て支援交付金の取りまとめに

関すること。 

10 ファミリー・サポート・センター事業に

関すること。 

幼児教育

推進係 

1 特定教育・保育施設及び地域型保育施設に

関すること。 

2 特定教育・保育施設の指導監査に関するこ

と。 

3 特定教育・保育の支給認定に関すること。 

4 特定教育・保育の給付に関すること。 

5 幼稚園に関すること。 

6 幼児教育推進に関すること。 

7 利用者支援事業に関すること。 

8 絵本の配布事業に関すること。 

9 巡回相談事業に関すること。 



10 一時預かり事業に関すること。 

11 乳児等通園支援制度に関すること。 

文化・ス

ポーツ推

進課 

社会教育

係 

1 社会教育委員に関すること。 

2 生涯学習の調査研究に関すること。 

3 社会教育施設の財産の取得及び処分に関す

ること。 

4 音楽、演劇、美術その他芸術・文化の奨励

及び振興に関すること。 

5 社会教育関係団体の指導育成に関するこ

と。 

6 青少年の健全育成及び青少年対策に関する

こと。 

7 文化施設に関すること。 

8 中央公民館に関すること。 

9 公民館運営審議会に関すること。 

10 公民館類似施設に関すること。 

11 文化財の保護及び調査に関すること。 

12 埋蔵文化財の発掘調査及び報告に関する

こと。 

13 水町遺跡公園に関すること。 

14 その他社会教育に関すること。 

スポーツ

推進係 

1 スポーツの推進に関すること。 

2 スポーツ推進審議会に関すること。 

3 スポーツ推進委員に関すること。 

4 各種体育団体の指導育成に関すること。 

5 社会体育施設に関すること。 
 

10 一時預かり事業に関すること。 

11 乳児等通園支援制度に関すること。 

文化・ス

ポーツ推

進課 

社会教育

係 

1 社会教育委員に関すること。 

2 生涯学習の調査研究に関すること。 

3 社会教育施設の財産の取得及び処分に関す

ること。 

4 音楽、演劇、美術その他芸術・文化の奨励

及び振興に関すること。 

5 社会教育関係団体の指導育成に関するこ

と。 

6 青少年の健全育成及び青少年対策に関する

こと。 

7 文化施設に関すること。 

8 中央公民館に関すること。 

9 公民館運営審議会に関すること。 

10 公民館類似施設に関すること。 

11 文化財の保護及び調査に関すること。 

12 埋蔵文化財の発掘調査及び報告に関する

こと。 

13 水町遺跡公園に関すること。 

14 その他社会教育に関すること。 

スポーツ

推進係 

1 スポーツの推進に関すること。 

2 スポーツ推進審議会に関すること。 

3 スポーツ推進委員に関すること。 

4 各種体育団体の指導育成に関すること。 

5 社会体育施設に関すること。 
 

附 則 



この規則は、令和7年9月1日から施行する。 

 



20250725 時点 

（案） 

 1 / 2 

令和 7 年 8 月  日 
 
直方市教育委員会 
教育長 山本 栄司 様 

 
直方市学校規模適正化基本計画検討委員会 

委員長 日髙 和美 
 

答申書 
 

令和 7 年 2 月 3 日付け直教学第 764 号にて諮問のありました件につき、慎重
に審議した結果、下記のとおり答申いたします。 

記 
１ 市立学校の規模適正化に関する基本的な計画に関すること 
（1）直方市の目指す学校規模について検討すること。 
 
直方市は、次のとおりの学校規模を目指していくべきと考えます。 
 小学校は、12 学級から 18 学級、かつ、〇〇人から〇〇人 
 中学校は、12 学級から 18 学級、かつ、●●人から●●人 
 （学級数は、通常学級の数とする。） 
 
（2）多面的な実態把握を行い、直方市の学校規模適正化に向けた課題を明らかに

すること。 
（3）前号の課題に対する改善の方法を示すこと。 
  ①人口（児童生徒）推計について 
   直方市の人口（児童生徒数）は、減少傾向にあり、今後も減少傾向の継続

が見込まれます。1993 年に 7,214 人（児童数 4,664 人、生徒数 2,550 人）
だった児童生徒数は、2025 年には 4,306 人（児童数 2,766 人、生徒数 1,540
人）となっており、その減少率は約 40 パーセントです。2050 年には 3,287
人（児童数 2,178 人、生徒数 1,109 人）となると予測されており、1993 年
からの減少予測率は約 55 パーセントです。児童生徒数が教育条件へ与える
影響は大きいため、直方市の目指す学校規模を実現するために、人口（児童
生徒）推計を継続的に行うべきです。 

  ②学校施設の状況について 

「答申書（案）検討用 別紙」 

と合わせてご確認ください。 

「答申書」＋「報告書」セットで、答申となります。 
「答申書」の記載に至る検討の内容等が「報告書」に記載さ
れている、という形とすることを意図しています。 

学校教育法施行規則 
第 41 条・第 79 条では、 
「小学校・中学校の学級数
は、12 学級以上 18 学級以
下を標準とする。」 
と規定されていることを
参考に、これをたたき台と
して、記載しています。 

「答申書（案）検討用 別紙」 

と合わせてご確認ください。 



20250725 時点 

（案） 

 2 / 2 

   直方市の学校施設は、建設から一定期間が経過し、老朽化が進んでいます。
令和元年 5 月に策定された「直方市学校施設等長寿命化計画」は、策定から
一定期間が経過したこと等から、見直しを行うべきです。見直しにあたって
は、安全に関わる部分を最優先として、必要に応じて優先順位を設定し、計
画的に老朽化対策を行うために、見直しを行うべきです。優先順位の設定に
あたっては、校舎と屋内運動場だけでなく、給食室、プール、部室等の施設
も対象とすべきです。 

従来の日本型学校教育をさらに発展させ、これからの時代を生きていく全
てのこどもたちの可能性を引き出す個別最適な学びと協働的な学びの一体
的な充実を図る、学校教育の目指すべき姿である「令和の日本型学校教育」
の実現に向けて、こどもの学びや教職員を支える環境づくりが必要です。新
時代の学びを支える環境整備のために、既存の学校施設の改修だけでなく、
校舎の新増築等、適切な投資を行うことも適宜検討すべきです。 

老朽化対策、優先順位の設定や適切な投資の検討にあたっては、直方市公
共施設等総合管理計画に掲げる公共施設の移管・面積削減率 30％を鑑みつ
つ、児童生徒の教育条件を改善するための学校規模適正化であることを意識
して検討すべきです。 

 ③学校の適正配置（通学条件）について 
   直方市における通学時間は、 

おおむね 1 時間以内 
   直方市における通学距離は、 

小学校は 4km 以内、中学校は 6ｋｍ以内 
  をおおよその目安と設定して、直方市の学校の適正配置を検討すべきです。 
 ④学校と地域の関係 
   令和の日本型学校教育の実現のためにも、コミュニティ・スクールと地域

学校協働活動を一体的に推進すべきです。 
   学校・保護者・地域との間での意見交換を行い、「こどものために」共通

理解を図りながら、学校規模適正化に取り組むべきです。 
  

 
（1）（2）（3）の答申にあたっての検討の詳細については、別紙「直方市学校

規模適正化基本計画検討委員会 報告書」に記載します。 
 
 第 5 回の会議での議論を経て、

加筆・修正を予定 

「公立小学校・中学校の適正規模・適正
配置等に関する手引」（今回送付）の 15・
16 ページの「おおよその目安」・「一応の
目安」を記載しています。 



答申書（案）検討用 別紙 
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１ 市立学校の規模適正化に関する基本的な計画に関すること 
 
（1）直方市の目指す学校規模について検討すること 
第 5回目・第 6回目の会議で、議論をいただきたい部分になります。 

議論に際し、押さえておいていただきたい点として、３点をあげさせていただきます。配布資料

等の該当部分と合わせてご確認ください。 

 

①直方市学校規模適正化基本指針（令和 6 年 8 月決定）（配布資料①-01） 

 

（12 ページ）【教育的な観点】 

「・・・一定の規模の児童生徒集団が確保されていることや、経験年数、専門性、男女比等について

バランスのとれた教職員集団が配置されていることが望ましいものと考えられます。このようなこ

とから、一定の学校規模を確保することが重要となります。」 

 

（14 ページ） 直方市における学校規模の分類の定義 

規模の分類 学級数（通常学級） 分類の説明 

過小規模 1～5学級 

 

小学校では複式学級が存在する規模 

中学校では複式学級又はクラス替えができない学年が

存在する規模 

小規模 6～11 学級 小学校ではクラス替えができない学年が存在する規模 

中学校では標準には満たないもののおおむね全学年で

クラス替えができる規模 

標準規模 12～18 学級 学校教育法施行規則上、標準とされる規模 

大規模 19～24 学級  

過大規模 25 学級以上  

 

（15～17 ページ）「過小規模」「小規模」の学校への対策 

「過小規模」 

 小中学校ともに、複式学級は一般に教育上の課題が極めて大きいため、学校統合等、過 

小規模の課題を解消する対策を速やかに実施します。 

中学校でクラス替えができない規模は、教育上の課題を整理した上で、学校統合等によ 

り過小規模の課題を解消する対策を速やかに検討します。 

「小規模」 

 学校全体及び各学年の児童生徒数並びに将来的な児童生徒数予測を勘案し、教育上の課 

題を整理した上で、学校統合等、必要な措置を検討しつつ、小規模校のメリットを生かす 

対策やデメリットを緩和する対策を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

②「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引」（文部科学省） 

 ※今回送付※ 

（6～14 ページ）（1）学校規模の適正化 

   ※学校規模の適正化の検討にあたっての、考慮すべき観点、基本的な視点、課題、影響、考え

方等が記載されています。第 5回会議での議論の前に、是非、ご一読ください。 

 ※文部科学省の手引に書かれていることは、「一般的」に言われていることです。直方市にお

いてはどうなのか、という視点で議論をお願いします。 

 
 

 

③教職員、保護者・児童生徒アンケート（配布資料④-01 14・15 ページ） 

 

・小学校の 1学年の学級数について 

  教職員の 92.9％が、2～3学級が望ましい、と回答 

  小学生の保護者の 85.5％が、2～3学級が望ましい、と回答 

  中学生の保護者の 81.4％が、2～3学級が望ましい、と回答 

・中学校の 1学年の学級数について 

  教職員の 56.1％が 2～3学級、40.1％が 4～6学級が望ましい、と回答 

  小学生の保護者の 45.4％が 2～3学級、50.1％が 4～6学級が望ましい、と回答 

  中学生の保護者の 36.2％が 2～3学級、58.5％が 4～6学級が望ましい、と回答 

 

 

※上記①②③等を踏まえ、直方市学校規模適正化基本指針で示した「直方市の目指す学校教育」を

実現するためには、どのくらいの学校規模（学級数、児童・生徒数）が望ましいかという観点で、

議論をお願いします。 

「直方市の目指す学校教育」：基本指針（配布資料①-01）13 ページ 

直方市の目指す学校教育は、 

「多様な価値観が存在する社会をたくましく生き抜くために、児童生徒の可能性を最大限に引き出

し、主体的に学び続ける力を育む学校教育」と定めます。 
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（2）多面的な実態把握を行い、直方市の学校規模適正化に向けた課

題を明らかにすること。 
（3）前号の課題に対する改善の方法を示すこと。 
 

①人口（児童生徒）推計について、②学校施設の状況について 

これまでの会議での事務局説明の内容や、いただいたご意見を参考に、記載しています。報告書

の該当部分と合わせてご確認いただき、ご意見をお願いします。 

 

③学校の適正配置（通学条件）について 

第 5回目の会議で、議論をいただきたい部分になります。配布資料（④-02）や、文部科学省の手

引（今回送付）の 15～17 ページ等を参考に、直方市においてはどうなのか、というご意見をお願い

します。 

 

④学校と地域の関係 

第 5回目の会議で、議論をいただきたい部分になります。配布資料（④-03）等を基に、直方市に

おいてはどうなのか、というご意見をお願いします。 

 



令和7年度直方市保育所等給食支援費補助金交付要綱 

 

（目的） 

第1条 この要綱は、直方市補助金交付規則（平成3年直方市規則第6号）第3条の

規定に基づき、直方市保育所等給食支援費補助金交付に関し必要な事項を定め

ることにより、直方市内の保育所及び認定こども園（以下「保育所等」とい

う。）において、これまで通りの栄養バランスや量を保った給食の実施のほ

か、保護者の経済的負担の軽減を図るため、給食の材料費高騰に伴う費用の一

部について、直方市保育所等給食支援費補助金を予算の範囲内において交付す

るものとし、その交付については福岡県保育所等給食支援費補助金交付要綱の

定めるところによるものとし、もって児童福祉の向上に寄与することを目的と

する。 

（補助の対象） 

第2条 この補助金の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、令和7年

4月1日以降、物価上昇に起因する給食費の値上げを行っていない又は既に徴収

した値上げ相当分を保護者に返還を行った保育所等が、値上げに必要な経費を

業者に支払う事業とする。 

（補助金の額） 

第3条 補助金の額は、1施設あたり基本単価1,300円（副食のみを提供する場合

は780円）に令和7年10月初日時点の利用児童数と月数を乗じた額とする。 

（交付申請） 

第4条 保育所等は、補助金の交付を受けようとするときは、直方市保育所等給

食支援費補助金交付申請書（様式第1号）に、必要な書類を添えて、市長に申

請しなければならない。 

（交付決定） 

第5条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、そ

の決定について、直方市保育所等給食支援費補助金交付（不交付）決定通知書

（様式第2号）により保育所等に通知するものとする。 

（変更交付申請） 

第6条 前条の規定により、補助金の交付決定を受けた保育所等は、交付決定後

に申請の内容が変更となる場合は、直方市保育所等給食支援費補助金変更交付

申請書（様式第3号）に、必要な書類を添えて市長に提出するものとする。 



（変更交付決定） 

第7条 市長は、前条の規定による変更交付申請があったときは、その内容を審

査し、適当と認めるものについては、変更の決定をし、直方市保育所等給食支

援費補助金変更交付（不交付）決定通知書（様式第4号）により保育所等に通

知するものとする。 

（実績報告） 

第8条 保育所等は、補助事業が完了したときは令和8年2月10日までに、直方市

保育所等給食支援費補助金実績報告書（様式第5号）に支出の状況が分かる書

類を添えて、市長に報告しなければならない。 

（額の確定） 

第9条 市長は、前条の規定による報告を受けたときは、交付すべき補助金の額

を確定し、直方市保育所等給食支援費補助金交付額確定通知書（様式第6号）

により保育所等に通知する。 

（精算請求） 

第10条 保育所等は、補助金の額が確定したのちに、直方市保育所等給食支援費

補助金（精算払）請求書（様式第7号）により市長に請求することができる。 

 

附 則 

1 この要綱は、公布の日から施行し、令和7年4月1日から適用する。 

2 この要綱は、令和8年3月31日限り、その効力を失う。 



 



 



 



 



 



 



 


